
 

 

第 7 話 学生レポート（続き） 

 

 第 6 話では、東京理科大学に移ってからの「法規制学」学生レポート（2011－2016 年）

から代表的なものを取り上げたが、全体で 107 編。駄作もあるが、力作も多く、このまま眠

らせてしまうのは惜しいと考え、本話で全部を簡単に紹介したい。 

 講義を選択した大学院生は、国際火災科学専攻（夜間大学院で、社会人の比率が高い）、

工学研究科建築学専攻所属（辻本の専門が環境系なので、環境系研究室所属が多い）で、省

エネを研究対象とする学生から、現役の消防士まで、かなり幅広い。加えて、東日本大震災

後 6 年間の学生の問題意識も垣間見ることが出来る。 

 レポートは、法規制に関する基本的な説明（第０話、第 3 話）を受けたのちに、法第一条

が（どんな方法で）（何を実現するか）（何に貢献するか）の構成であること（第一話参照）

を意識したうえで、法源（情報非対称、外部不経済）を確認しつつ、エンジニアとして規制

の矛盾、祖語について論ずるものである。 

講義開始直後は、特定の法規を対象としなくともよく、まずエンジニアとして問題である

と判断される社会事象を取り上げ、これへの法規制を分析する形をとっていたが、次第に特

定の行政法を対象とするようになった。 

反省するに、「～基本法」と呼ばれるものは理念を纏めたものが多く、行政法としては対

象として適切でない旨の説明が抜けていたなど、指導教員の能力不足を痛感する。 

エンジニアが、規制の発案や修正に関係する際の、頭の体操になれば幸いである。 

 

以下の見方 

1． 各レポートの表題を並べたもの 最初の数字がレポート提出年、続いて整理番号。 

（評価できるレポートの表題を緑字に） 

2．レポートの概略 レポート本体が見たい方は、番号を辻本 macc0529@ybb.ne.jp まで 

  5 頁から 

 

 

1. 各レポートの表題 

2011-1 東日本大震災被災地における建築制限と住民の財産権制限の関係について 

2011-2 列車内における携帯電話使用に関する外部不経済 

2011-3 スパイクタイヤ 社会問題化から解決まで 

2011-4 耐震補強されていない港で地震によって船の燃料タンクが倒れて燃え、そのせい



 

 

で家が燃えてしまった場合どのように補償されるのか？ 

2011-5 温室効果ガスの排出量取引 

2011-6 ゴミ屋敷は外部不経済？ 

2011-7 杉花粉における医療費圧迫について 

2011-8 受動喫煙における外部不経済 

2011-9 賃貸借契約を締結し借家に居住している借主が、周辺住民へおよぼす外部不経済  

2011-10 環境問題とリサイクル法について 

2011-11 空港(航空機)と鉄道に関する騒音問題対策 特定空港周辺航空機騒音対策特別

措置法 

2011-12 回転扉の建築基準法と六本木ヒルズ回転扉事故 

2011-13 「公共事業による立ち退きについて」土地収用法 

2011-14 自動車にはねられる歩行者の外部不経済 

2011-15 総合設計制度における公開空地の利用実態と外部不経済 ＜8 頁＞ 

2011-16 富士山と所有権について 

2011-17 外部不経済の事例と法的矛盾 

2011-18 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律 

2011-19 都市計画法 

2011-20 日本の土地利用について 

2011-21 消防法によるハイブリッド自動車の今後の懸念材料 

2011-22 著作権等管理事業法 

2011-23 水資源開発促進法 

2012-1 管理者・浄化槽行政と浄化槽法の齟齬について 

2012-2 災害弔慰金の支給等に関する法律（被災者生活再建支援法） 

2012-2-2 「違法ダウンロード刑罰化」を含む著作権法の一部改正について 

2012-2-3 公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律 

2012-2-4 生物多様性基本法 

2012-2-5 介護保険制度 

2012-2-6 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律 

2012-2-7 エネルギーの使用の合理化に関する法律 

2012-3 ｢バリアフリー新法｣高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（2006） 

2012-4 長期優良住宅の普及の促進に関する法律 

2012-5 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（2011-18 とダブり） 



 

 

2012-6 放射線物質汚染対処特措法に関して 

2012-7 失火の責任に関する法律について 

2012-8 農用地の土壌の汚染防止等に関する法律 

2012-9 宅地建物取引業法 

2012-10 「計量法」について 

2012-11 水道法における受水槽管理体制の齟齬 

2012-12 石綿被害を封じ込めるための法規制 

2012-13 アメリカの防火に関する法規について 

2012-14 水防法 

2012-15 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

2012-16 原子力基本法の問題点 

2013-1 まちづくり 3 法 

2013-2 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

2013-3 「騒音規制法を通して、鉄道工事関連の騒音に関する外部不経済について考える」 

2013-4 空き地・空き家等の外部不経済について  ＜25 頁＞ 

2013-5 自動車関係の諸税の問題と環境問題について 

2013-6 国民保護法 

2013-7 振動規制法 

2013-8 水質汚濁防止法 

2013-9 騒音に関する法律 

2013-10 消防法 

2014-1 「人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律」（公害罪法） 

2014-1-2 バリアフリーの変遷と矛盾 

2014-2 建築物用地下水の採取の規制に関する法律 

2014-2-2 住宅の品質確保の促進等に関する法律について 

2014-3 違法ダウンロードにおける著作権に関する外部不経済 

2015-1 国民年金法に関する社会的規制の法源の解釈 

2015-2 道路交通法 

2015-3 金融商品取引法（金商法）について 

2015-4 消防法について 

2015-5 振動規制法 

2015-6 海上保安庁法 



 

 

2015-7 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（住宅瑕疵担保履行法） 

2015-8 歴史文化保護による規制と商工業の振興は両立するのか 

2015-9 建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

2015-10 エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法） 

2015-11 悪臭防止法 

2015-12 食品衛生法について 

2015-13 建設工事騒音防止の騒音規制法による外部不経済、情報の非対称について 

2015-14 『ガス事業法』について   ＜41 頁＞ 

2015-15 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

2015-16 「行政代執行法」について 

2015-17 ｢屋外広告物法｣について 

2015-18 水道法について 

2015-19 建築物用地下水の採取の規制に関する法律について   ＜46 頁＞ 

2015-20 建設業法について 

2015-21 文化財保護法 埋蔵文化財包蔵地における発掘調査について 

2015-22 「たばこ事業法」について 

2015-23 駐車場法について 

2015-24 土地基本法 

2015-25 『景品表示法』を対象として 

2015-26 『都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）について』 

2016-1 消防法 

2016-２ 水道法 

2016-3 浄化槽法 

2016-4 宅地造成等規制法    ＜53 頁＞ 

2016-5 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

2016-6 土壌汚染対策法 

2016-7 住宅の品質確保の促進等に関する法律とその問題点 

2016-8 建築基準法 第四節 建築物の敷地及び構造 第 52 条 容積率に関して ＜55 頁＞ 

2016-9 悪臭防止法について 

2016-10 健康増進法 (食品表示法)   ＜57 頁＞ 

2016-11 じん肺法に関する問題点 

2016-12 地球温暖化対策の推進に関する法律 



 

 

2016-13 東日本大震災復興特別区域法    ＜59 頁＞ 

2016-14 水循環基本法の問題点と外部不経済について 

2016-15 大規模災害からの復興に関する法律 

2016-16 ガスの取り扱いに関する行政法-「ガス事業法」について  ＜62 頁＞ 

2016-17 騒音規制法 

2016-18 農薬取締法 

2016-19 最低賃金法 

2016-20 景観法 

2016-21 空家等対策の推進に関する特別措置法 

 

2．レポートの概略 （辻本が興味のある箇所をピックアップ） 

2011－1 東日本大震災被災地における建築制限と住民の財産権制限の関係について 

 

 以下の建基法第 39 条で、建築制限が付加されると、出来るだけ早く復興したい（再建し

たい）住民との間に齟齬が生じる。 

(災害危険区域) 第三十九条   

地方公共団体は、条例で、津波、高潮、出水等による危険の著しい区域を災害危険区域と

して指定することができる。  

２  災害危険区域内における住居の用に供する建築物の建築の禁止その他建築物の建

築に関する制限で災害防止上必要なものは、前項の条例で定める。  

 

まち全体の復興計画策定と住民個人の復興スピードのずれを分析するレポート。 

レポートを読む中で、法文でいう「地方公共団体（簡単には、議会を持つ集団）」と、特定

行政庁（建築主事のいる地方公共団体）の違いを、辻本が理解していない点に気付いた。 

 第 39 条には、復興時に「公」が「民」をリードできるとの思い上がりを感じる。第 8 話

で紹介する予定だが、世の中はどの時点をとりあげても、既存不適格（以前に作られたため、

その時の法を満たしていないもの）に満ち満ちている。できるだけ早く復興したいという

「民」意を考えれば、「災害危険区域では既存不適格は許さない」だけでいいのでは、とい

う気もする。仮に津波への対策が残る問題であっても、このレベルの津波に影響を受ける対

象（建造物など）は既存不適格、と事前に指定しておけば既存不適格問題として処理できる。 

  



 

 

2011－2 列車内における携帯電話使用に関する外部不経済 

 

 列車内での携帯電話の使用を、外部不経済（公害？）として捉える視点。 

携帯電話普及の歴史をまとめた表が貴重。 

携帯電話を近くで利用することによるペースメーカーへの影響、会話というよりは SMS

などの利用などの変化が、車内環境ひいては外部不経済を受ける者に及ぼす影響の変化な

どが、全く検討されていないことが不思議。 

 

 

2011－3 スパイクタイヤ 社会問題化から解決まで 

 

「1990.6.27 スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律公布・即日施行」に至る社会

状況を解説。札幌市でも問題になっていたが、最初に制限をかけたのが、宮城県だったのが

興味深い。（宮城県スパイクタイヤ対策条例施行、1986 年 4 月） 

 

 

2011-4 耐震補強されていない港で地震によって船の燃料タンクが倒れて燃え、そのせい

で家が燃えてしまった場合どのように補償されるのか？ 

 

港湾法・第一条 

「この法律は、交通の発達及び国土の適正な利用と均衡ある発展に資するため、環境の保全 

に配慮しつつ、港湾の秩序ある整備と適正な運営を図るとともに、航路を開発し、及び保 

全することを目的とする。」を根拠に、不法行為の成立を検討している。 

法の求める耐震性を有していた場合。損害賠償は成立しないだろう。既存不適格だった場合、 

どう扱われるかは？ 

 

 

2011-5 温室効果ガスの排出量取引 

 

 （京都議定書）第３条 〔数値目標〕(一部抜粋) 10 第６条及び第 17 条の規定に従い、締

約国が他の締約国から獲得する排出削減量又は割当量の一部は、当該締約国の割当量に

加えられる。 11 第６条及び第 17 条の規定に従い、締約国が他の締約国に移転する排出



 

 

削減量又は割当量の一部は、当該締約国の割当量から差し引かれる。 

 

国のレベルでは処理できない外部不経済問題をどうするか？である。金持ちが貧乏人の

権利（CO2 排出量）を買うという話で、あまり感心できないが、一つの解ではあろう。 

 

 

2011-6 ゴミ屋敷は外部不経済？ 

 

 不動産会社が老夫婦にマンションの一室を賃借したとする。貸し手の不動産会社と借り

手の老夫婦と売買関係は成立している。老夫婦が長く住み続けている間に、ゴミ屋敷を形成

してしまった。 

上記のような場合の対処として、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、消防法などを覗い

ているが、打つ手なし。辻本としては、上記のような場合は、貸し手の不動産会社の対応が

期待できる分、街中の一軒家がゴミ屋敷になるよりは条件がいい？そういう意味で、強い私

有権保護は何かと面倒。 

 

 

2011-7 杉花粉における医療費圧迫について 

 

山林所有者と木材業者の経済行為で、花粉症が起こっている（外部不経済）との判断。 

「2002 年度のアレルギー関連予算は 7 年前の 27 倍に達する 73 億 7200 万円」は興味深

い。 

レポート提出者は「歴史的背景や今現在の林業衰退の背景から、政府が間に入り、杉

林保有者に税金を課し、その収納税金を花粉症患者の支払い医療費に充てるといった何

かしらの仕組み(法律)をつくるべきだ」としている。 

 

 

2011-8 受動喫煙における外部不経済 

 

売り手：日本たばこ産業(JT)／買い手：喫煙者、消費者 

受動喫煙者に起こる健康障害を外部不経済ととらえる 

たばこ事業法には、非喫煙者への配慮は特には記述されていない。 



 

 

健康増進法では、第二節 受動喫煙の防止／第二十五条で、多数の者が利用する施設を管 

理する者は、これらを利用する者について、「受動喫煙を防止するために必要な措置を講

ずる」ことを求めることで対処している。 

 

2011-9 賃貸借契約を締結し借家に居住している借主が、周辺住民へおよぼす外部不経済  

 

 2011-6 と、テーマが重なる。 

・不動産取引関する法律は、契約上弱者である借主が保護されるようにできている。 

・しかし第三者へ迷惑をかける行動をしていると認められた場合(外部不経済が発生して

いる場合)、賃貸人は「賃貸物の用法違反」という背任行為を理由で退去を求めること

ができる。 

・また外部にいる近隣住民は B の不法行為を理由に損害賠償を請求することができる。 

 

 

2011-10 環境問題とリサイクル法について 

 

「環境への配慮として地方公共団体をあげて導入されているリサイクルの中に容器包装リ

サイクルがあり、分別の際にプラスチック類を廃プラスチックとして、燃やせる処理場があ

るのにも関わらず、わざわざ別に分別して回収を行い、JFE スチール株式会社に引き取り料

金を支払った上で燃料として再利用されている。」下線部の税金の無駄遣いを問題にしてい

る。 

※JFE スチール：日本製鉄のこと 

 

2025 年でも新聞記事（朝日新聞デジタル、2025 年 5 月 30 日）で、 

「プラごみ 72%が焼却→CO2 排出の現状」とある問題である。 

2011 年のレポートにもかかわらず、「自治体によって回収方法に差があり、リサイクルの際

の回収費用を負担する国民とそうでない国民に分かれるのも不自然」（「国民」は「住民」の

方が適切）とあり、問題意識は秀逸。 

 

2011-11 空港(航空機)と鉄道に関する騒音問題対策 

 

特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法 



 

 

第一条 この法律は、特定空港の周辺について、航空機騒音対策基本方針の策定、土地

利用に関する規制その他の特別の措置を講ずることにより、航空機の騒音によ

り生ずる障害を防止し、あわせて適正かつ合理的な土地利用を図ることを目的

とする。 

航空機の場合、上記下線部のように、騒音防止に関する明確な記述があるのに対して、鉄

道事業法では明確な記述がないことを指摘している。1980 年頃、航空機騒音を受けないよ

う、空調設備が設置された小中学校（大阪、名古屋）の教室環境を測定していた辻本として

は、費用が出ていた理由が明らかになった。 

 

 

2011-12 回転扉の建築基準法と六本木ヒルズ回転扉事故 

 

2004 年 3 月に起こった六本木ヒルズでの大型自動回転扉による死亡事故（賠償金約 7000

万円で示談）に関して。回転扉については、技術規制が無く、メーカー基準で対応。 

事故を受けて、国土交通省はガイドラインを定め、JIS（①適用範囲、②引用規格、③定

義、④設計方法及び手順、⑤安全要求事項、⑥使用に関する情報、⑦試験方法）も定めら

れた。 

 

 

2011-13 「公共事業による立ち退きについて」 

 

土地収用法：1951 年、公共事業に必要な土地等の収容・使用に関する基本法 

憲法『財産権はこれを侵してはならない』（憲法 29 条 1 項） 

『財産権』とは、2 項『財産権の内容は、公共の福祉に適合するように、法律でこれを

定める』、3 項『私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用いることがで

きる』 

社会的規制とはそぐわない。「公共のため」とは何か、の検討が必要。 

 

 

2011-14 自動車にはねられる歩行者の外部不経済 

 

・交通安全対策基本法（1970） 



 

 

（国の責務）  

第三条  国は、国民の生命、身体及び財産を保護する使命を有することにかんがみ、陸

上交通、海上交通及び航空交通の安全（以下「交通の安全」という。）に関する総合的な

施策を策定し、及びこれを実施する責務を有する。  

（車両の運転者等の責務）  

第八条  車両を運転する者（以下「車両の運転者」という。）は、法令の定めるところに

より仕業点検等を行なうとともに、歩行者に危害を及ぼさないようにする等車両の安全

な運転に努めなければならない。  

（歩行者の責務）  

第九条  歩行者は、道路を通行するに当たつては、法令を励行するとともに、陸上交通

に危険を生じさせないように努めなければならない。  

 

危険運転致死傷罪(2001)、飲酒運転に対する罰則の強化（2004）の効果は不明。 

 

 

2011-15 総合設計制度における公開空地の利用実態と外部不経済 

 

第 6 話で全文を紹介している。 

総合設計制度は、建築基準法集団規定 52 条・55 条・56 条・58 条を緩和する制度であっ

て、外部不経済とは直接、関連しない。本レポートは、制度の適用緩和前後の現地を実際に

比較することで、総合設計制度の本来の目的「公開空地等公共的な空地・空間の確保によっ

て、市街地環境の改善を図る」ことが実現しているかどうかを検証し、その実効性に疑問を

呈している。 

 

 

2011-16 富士山と所有権について 

 

富士山の山頂 8 合目以上の登山道、トイレ、測候所などを除く 385 万 m2 の土地の所有

権は、2004 年に、徳川家康が山頂を大社に寄進したとする古文書などを証拠に、富士山本

宮浅間大社にあるとした 30 年前の最高裁の判決に基づき、財務省東海財務局から無償で同

神社に譲渡された。 

 宗教法人が重要な観光地を所有することへの危惧。レポートの主題にはそぐわない。 



 

 

2011-17 外部不経済の事例と法的矛盾 

 

貸主 X 所有の賃貸共同住宅における借主 A 設営の緑のカーテンにより、別の借主 B が不

利益を被る例（蚊や虻に刺される）を、外部不経済としてレポートしている。 

カーテン設営が不法行為に該当するかどうかも、①故意・過失②権利侵害（違法性の存在）

③損害の発生④因果関係の存在④責任能力の存在⑤違法性阻却事由の不在の視点で検討。 

 

 

2011-18 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律 

 

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（1974）、  

第１条「この法律は、自衛隊等の行為又は防衛施設の設置若しくは運用により生ずる障害の

防止等のため防衛施設周辺地域の生活環境等の整備について必要な措置を講ずるとともに、

自衛隊の特定の行為により生ずる損失を補償することにより、関係住民の生活の安定及び

福祉の向上に寄与することを目的とする。」  

騒音に対する評価方法が複数回、変更された（1978 年、1981 年、1983 年）ために、講

じた措置に不平等が起こるという、法の連続性が損なわれるという状況が起こっている。 

 

 

2011-19 都市計画法 

  

都市計画法の基本を纏めているにも関わらず、1998 年の建築基準法改正により、民間が

建築確認をすることができるようになったことで姉歯問題などが起こったとするなど、主

旨が一貫しないレポート。 

 

 

2011-20 日本の土地利用について 

 

 申告した上記のテーマからずれているが、ドイツの廃棄物に関する法律： 循環経済の促

進および環境適合適な廃棄物の処理の確保のための法律（１９９４年制定、１９９６年施行）  

と、日本の「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」を比較している。 

ドイツの場合、廃棄物（ごみ）とは、所有者が捨てたものだけをいうのではなく、全ての



 

 

製品及びそれを生産するときに生じる全ての残余物を廃棄物と規定し、新しい生産者責任

によって生産者はその処理に責任を持つ、のがその基本概念。 

引用が無いので確認ができないが、全ての製品が廃棄物？ 

 

 

2011-21 消防法によるハイブリッド自動車の今後の懸念材料 

 

 消防法施行令第 13 条において、駐車場には水噴霧消火設備等の消火設備を設置すること

が規定されているのに対して、ハイブリッド自動車（2026 年現在でいえば、電気自動車）

など水噴霧消火が適さない車両の増加をどう考えるべきかを提起。 

 どの時代にも、法が想定していない製品は出てくる。 

 

 

2011-22 著作権等管理事業法 

 

 著作権等管理事業法（2000 年） 

第一条  この法律は、著作権及び著作隣接権を管理する事業を行う者について登録制度を

実施し、管理委託契約約款及び使用料規程の届出及び公示を義務付ける等その業務の適正

な運営を確保するための措置を講ずることにより、著作権及び著作隣接権の管理を委託す

る者を保護するとともに、著作物、実演、レコード、放送及び有線放送の利用を円滑にし、

もって文化の発展に寄与することを目的とする。 

に対して、HP 上で著作権侵害が明らかな頁が沢山あることを取り上げている。上記法文中

の「事業を行う者」「管理を委託する者」についての分析がまず、必要。 

 

 

2011-23 水資源開発促進法 

 

水資源開発促進法（1961 年） 

第一条 この法律は、産業の開発又は発展及び都市人口の増加に伴い用水を必要とする地

域に対する水の供給を確保するため、水源の保全かん養と相まつて、河川の水系における水

資源の総合的な開発及び利用の合理化の促進を図り、もつて国民経済の成長と国民生活の

向上に寄与することを目的とする。 



 

 

 2002 年に改正されているにもかかわらず、第一条に変化がないことを問題視している。

水需要はほぼ横ばいかやや減少傾向にあり、目的も修正されるべき？ 

 

 

2012-1 管理者・浄化槽行政と浄化槽法の齟齬について 

 

日本の下水道普及率は、2011 年度末で 75.1％。下水道未整備地区では、単独処理浄化槽

（生活雑排水をそのまま道路側溝等へ流してしまう）や合併処理浄化槽が用いられている。 

1975 年頃より合併処理浄化槽の使用が始まる。 

2001 年単独処理浄化槽の使用禁止。単独処理浄化槽が約 80％、合併処理浄化槽が約 20％

2010 年度末           単独処理浄化槽が 62％、合併処理浄化槽が 38％ 

と、合併処理浄化槽の比率の伸びは緩やか。 

 また、下水道とは違い管理者に、保守点検・清掃・法定検査が浄化槽法により、義務付け

られているが、実施率が低い。この辺の法規制の管理能力を問題にしている。 

 

 

2012-2 災害弔慰金の支給等に関する法律（被災者生活再建支援法） 

 

 災害弔慰金支給等に関する法律 

災害により死亡した者の遺族に対して支給する災害弔慰金、 

災害により精神又は身体に著しい障害を受けた者に対して支給する災害障害見舞金及び 

災害により被害を受けた世帯の世帯主に対して貸し付ける災害援護資金について規定 

 「阪神・淡路大震災では，重傷者数が１万６８９人と把握されていたにもかかわらず（１

か月以上の治療を要する者として各市に報告された人数），災害障害見舞金の受給者数はわ

ずか 64 人のみ（約 0.6％）」を問題視している。 

 

 

2012-2-2 「違法ダウンロード刑罰化」を含む著作権法の一部改正について 

 

 著作権法（1970 年）に対して、ネットでの違法配信は処罰するものの違法と知りながら

利用者がダウンロードしても刑事罰がなかったことから、「違法ダウンロード刑罰化」を含

む著作権法の一部改正案が 2012 年 6 月 20 日に成立した。このことにより、2012 年 10 月



 

 

1 日以降、刑罰が課される（レポート提出はそれ以前）点に注目し、その問題点を纏めてい

る。「2010 年に違法ダウンロードされた楽曲は推定４３億６千万件。全てのダウンロードを

検挙して裁判にかけることは不可能ではないか。」など。 

 辻本としては、近代法の法源「自分で作り出したものの果実は自分に」、並びに谷川俊太

郎の詩「只 …特許使用料だなんて／著作権使用料だなんて／詩を書いて稿料をもらうな

んて／なんてなんて未開な風習だろう！」が気になる。 

 

 

2012-2-3 公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律 

 

公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律(2010) 

第一条  

この法律は、木材の利用を促進することが地球温暖化の防止、循環型社会の形成、森林の有

する国土の保全、水源のかん養その他の多面的機能の発揮及び山村その他の地域の経済の

活性化に貢献すること等にかんがみ、公共建築物等における木材の利用を促進するため、農

林水産大臣及び国土交通大臣が策定する基本方針等について定めるとともに、公共建築物

の整備の用に供する木材の適切な供給の確保に関する措置を講ずること等により、木材の

適切な供給及び利用の確保を通じた林業の持続的かつ健全な発展を図り、もって森林の適

正な整備及び木材の自給率の向上に寄与することを目的とする。 

 提出者は、火災統計を分析し、「個人的に木材の需要を増やすことには賛成だが、「公共建

築物等における木材の利用の促進に関する法律」は、在館者の特殊性も考慮に入れて安全性

を確認したうえで施行させるべきだった」としている。 

 辻本としては、経済効果を期待して全国展開した「桑畑」「茶畑」「杉の人工林」の歴史を

まずは総括すべきと考える。 

 

 

2012-2-4 生物多様性基本法 

 

生物多様性基本法(2008) 

第三条の基本原則の三項 

「生物の多様性の保全及び持続可能な利用は、生物の多様性が微妙な均衡を保つことによ

って成り立っており、科学的に解明されていない事象が多いこと、及び一度損なわれた生物



 

 

の多様性を再生することが困難であることにかんがみ、科学的知見の充実に努めつつ生物

の多様性を保全する予防約な取り組み方法及び事業等の着手後においても、生物の多様性

の状況を監視し、その監視の結果に科学的な評価を加え、これを当該事業等に反映させる順

応的な取り組み方法により、対応することを旨として行われなければならない。」 

「野生鳥獣は国民の共有財産であることが国の答申の段階まで記述され、生物多様性基本

法では地域固有の財産であることが記述されていることから、憲法に環境に関する記述や

生物の多様性に関する記述をし、民法を改正して国民の共有財産として指定すべきです。」

とする提出者に、昨今のクマ被害について意見を聞いてみたい。 

 

 

2012-2-5 介護保険制度 

 

法規制については記述がなく、レポートとしては不適格。 

保険は、「保険料を納めたとしても給付の該当者にならない限りその便益を受けることが

できない制度である」ことを社会全体が認識する必要がある。つまり問題なのは保険という

性格から健常者と要介護者との間で結果的に生じてしまう所得移転による格差ではなく、

生涯における負担額と給付額がただ「生まれた年」によって左右されてしまうことで生じる

世代間格差である。 

仮に公平さを判断基準にすると、問題は一つの制度が異なる原理に従うことで公平さの

定義が曖昧になっているため、制度に対する説明責任が損なわれかねないことにある。例え

ば若人の保険料を引き上げるときには保険の原理すなわち負担に対応した保険受益を強調

する一方、負担と受益のかい離があるときは扶助の原理をもって弁明できてしまう。結果と

して制度全体への信用が失われてしまう可能性がある。 

上記の指摘は、後期高齢者保険を負担する年齢になった辻本には重い。 

 

2012-2-6 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律 

 

密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（1997 年） 

この法は、建築基準法既存不適格（密集法に関わるのは構造関連規定と防火関連規定）の

状況である建築物に対して、義務ではないが建替えを促すもの。 

密集法（上記）の規定における２つの事業（防災街区整備地区計画、特定防災街区整備地

区）はほとんど活用されていない。 



 

 

2012-2-7 エネルギーの使用の合理化に関する法律 

 

エネルギーの使用の合理化に関する法律（1979 年） 

目的：「内外のエネルギーをめぐる経済的社会的環境に応じた燃料資源の有効な利用の確保」 

「工場・事業場、輸送、建築物、 機械器具についてのエネルギーの使用の合理化を

総合的に進めるための必要な措置を講ずること」 

制定当時のエネルギー需要の節減から、2008 年から 2012 年までの間に二酸化炭素など６

種類の温室効果ガスを 6％削減する（1997 年の改正）、エネルギー消費の増加が著しい民生・

運輸部門の省エネ対策の導入など（2006 年、2008 年の改正）が付加されている。 

 効果のほどは？ 

 

 

2012-3 ｢バリアフリー新法｣高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（2006） 

 

 ハートビル法（1994）、交通バリアフリー法（2000）、ユニバーサルデザイン政策大綱（国

土交通省）策定（2005）から、バリアフリー新法に至る経緯を説明したのちに、以下の視点。 

エレベーターやエスカレーターに加えホームドア等のバリアフリー設備が増え続けてお

り、鉄道事業者としてはそれらの維持管理コストも増大している現状がある。生産年齢人口

が減少に転じ鉄道利用者が減少する反面、高齢者等の割合が増加するなかで、どのようなバ

リアフリー整備を実施すべきか、そのスキームとしてどのような方法が適切であるのかに

ついてより現実的な議論がなされるべきである。 

 

 

2012-4 長期優良住宅の普及の促進に関する法律 

 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律（2008 年） 

（第一条）長期にわたり良好な状態で住宅を使用し続けることで、住生活の向上及び環境へ

の負荷の低減を図り、豊かな国民生活の実現と我が国の経済の持続的かつ健全な

発展に寄与することを目的とする 

①構造躯体の劣化対策、②維持管理・更新の容易性、③耐震性、④省エネルギー性、⑤良

好な景観の形成に配慮した居住環境、⑥一定の住戸面積を有する住宅の建築、⑦一定の維持

保全計画の策定・保全の実施、⑧可変性、⑨バリアフリー性 (※木造一戸建て住宅に求めら



 

 

れる基準は①～⑦) について、おおむね 3 世代以上にわたり良好な状態で使用できるよう

に定めらた基準に適合していれば、固定資産税の軽減措置適用期間が延長されるなどの優

遇を受けることが出来る。 

期間が 200 年と余りにも長すぎて、消費者が 200 年住宅を選択しないこともあることか

ら、名称が「200 年住宅」⇒「超長期住宅」⇒「長期優良住宅」に変更された。一方、認定

基準の審査は書類審査をするだけで現場審査は行われないことと、点検計画を提出する必

要はあるが、細目は全て建て主に任せられており、点検も自主点検となっている。 

→情報非対称が起こる 

 

 

2012-5 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（2011-18 とダブり） 

 

自衛隊などの空港周辺は、日騒音回数の変動が大きいという特徴がある。しかし、防衛施設

の調査は、飛行しない日を除いた標準飛行回数と住民反応を調べ、1 年や 1 日を平均すると

して割り算した評価法は、住民反応調査と不整合をもたらすといえる。 

 また、本法に限らず騒音対策では、「生活の中心は屋内」と伏線を置き環境基準について

屋内の騒音レベルが重視されており住宅防音工事が行われているが、屋外活動にも騒音の

影響が大きく小学校などの公共施設ではさらなる対策が必要だと思われる。 

 

 

2012-6 放射線物質汚染対処特措法に関して 

 

放射線物質汚染対処特措法（2011）：東日本大震災による東京電力の福島第一原子力発電所

事故での放射性物質汚染の瓦礫や土壌などの処理に関する法律 

土壌等の除染等の措置等(等が 3 回！)を、国が実施する必要がある地域と、市町村や排出事

業者が処理責任は負う地域に分けている。 

（辻本しては、原発を始めた時に、無過失責任を国が負うとしていたことと、この仕事の分

け方：被害が酷いところは国、それ以外は東電と自治体、は整合が取れているのか） 

 

この法律を使用し、廃棄物処理が始まったのが平成 24 年 1 月 1 日とまだ半年とまだまだ

試行錯誤や曖昧な部分がある法律である。すでに改正しようという動きもあるようなので、

今後のどうなっていくかこのレポートを機に注目したい。 



 

 

2012-7 失火の責任に関する法律について 

 

失火ノ責任ニ関スル法律（1900） 

民法第 709 条の規定は失火の場合はこれを適用せず。ただし失火者に重大なる過失があり

たるときはこの限りにあらず。 

明治 26 年の統計年鑑より失火数 11587 件、戸数 40479 戸、坪数 783055 坪。人口 4086 万

昭和 61 年の総出火件数は 63272 件、建物出火件数 38121 件、焼損面積は 194 万 4033 ㎡、 

明治において、1 件当たり焼損面積が 4 倍 

 失火責任法が現存するという事実を最大限尊重するならば、現実には、失火責任法の適用

領域を限定して、責任はできるだけ認めるとともに、賠償額を限定するということにならざ

るを得ない。 

 

 

2012⁻8 農用地の土壌の汚染防止等に関する法律 

 

農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（1970） 

 農用地の土壌の特定有害物質による汚染の防止及び除去並びにその汚染に係る農用地の

利用の合理化を図るために必要な措置を講ずることにより、人の健康をそこなうおそれが

ある農畜産物が生産され、又は農作物等の生育が阻害されることを防止し、もつて国民の健

康の保護及び生活環境の保全に資することを目的とする。 

（Cd によるイタイイタイ病対応の法なのに、文章：目的文が長い） 

土壌汚染に関する法律や制度の変遷 

1970 年（農用地の土壌の汚染防止等に関する法律） 

1986 年（市街化土壌汚染に係る暫定対策指針） 

1991 年（土壌の汚染に係る環境基準） 

1994 年（土壌環境基準） 

1997 年 1 月～1999 年 1 月（土壌・地下水汚染に係る調査・対策指針及び運用基準） 

1997 年 7 月（ダイオキシン類対策特別措置法） 

2003 年 2 月（土壌汚染対策法） 

 

 

2012-9 宅地建物取引業法 



 

 

 

宅地建物取引業法（1952 年）（第一条） 

宅地建物取引業者の免許制度の規制による、業務の適正な運営と宅地及び建物の取引の公

正を確保、宅地建物取引業の健全な発達を促進、購入者等の利益の保護と宅地及び建物の流

通の円滑化を目的とする 

 

 宅地建物取引業者と消費者間の情報非対称を、第三十五条（重要事項の説明等） 

 宅地建物取引業者は、宅地若しくは建物の売買、交換若しくは貸借の相手方若しくは代理

を依頼した者又は宅地建物取引業者が行う媒介に係る売買、交換若しくは貸借の各当事者

に対して、その者が取得し、又は借りようとしている宅地又は建物に関し、その売買、交換

又は貸借の契約が成立するまでの間に、取引主任者をして、少なくとも次に掲げる事項につ

いて、これらの事項を記載した書面を交付して説明をさせなければならない。 

によって解消している。 

 問題となるのは『自殺歴や宗教施設跡等は瑕疵に相当するか否か』。心理的瑕疵を『瑕疵』

と認めた判例 6」と、認めなかった判例 7」の両方が存在する。 

 

 

2012-10 「計量法」について 

 

計量法（1951） 

「計量の基準を定め、適正な計量の実施を確保」し、もって「経済の発展及び文化の向上に

寄与」することであり、「貨幣制度と並び経済活動の根幹をなす制度」 

計量法では、<適正な計量の実施>の項でも述べたように、公害と関わる環境系の計量、

消費生活に関わる計量から我々の身体の安全にかかわる計量まで幅の広い対象について、

規制している。それらに対し、果たしてどこまで法律で規制すべきか、という話もあると思

うが、経済活動への影響を考えると、やはり条例のような地方公共団体毎の規制ではなく、

国内で統一して法律で規制せざるを得ないものであると考える。 

他に、レポート主題と異なるがと断って、商品量目制度などを紹介しているのが興味深い。 

 

 

2012-11 水道法における受水槽管理体制の齟齬 

 



 

 

水道法（1957） 

この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、水道を計画的に

整備し、及び水道事業を保護育成することによって、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、

もつて公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与することを目的とする。 

 我国の水道は、小規模な２階建迄の建物への直結給水を想定して整備が進められてきた

ため、配水管の最小動圧も 1.5kgf/c ㎡程度とかなり低い水圧で推移してきた。昭和３０年

代の本格的成長時代に入り、３階建てを超える中高層建物や多量に水を使用する施設が出

現すると、水圧も水量も不足し、付近の配水圧に影響を与えないよう受水槽を設けて給水す

る方法を取らざるを得なくなる。 

 昭和３２年水道法が制定され、その中で給水装置が法的に定義され、また、施行令で給水

装置（水道引き込み管）とポンプの直結を制限されたことにより、ビルの給水方式の基本と

して受水槽方式が定着する。また、受水槽以降の設備は、水道行政から切り離され、建物側

の給水設備と水道側の給水装置（引き込み管）として、住み分ける形をとり今日に至ってい

る。 

 受水槽は一般に地下最下階の床下二重スラブの空間を利用することが行われたため、そ

の構造から衛生上の問題が潜在していた。 

 

 

2012-12 石綿被害を封じ込めるための法規制 

 

石綿の用途は 3000 種といわれるほど多く、大きくは石綿工業製品と建材製品に分けられ、

その 8 割以上は建材製品である。 

1970年代に入ると、人体・環境への有害性が問題になった。発ガン性などが問題となり、

日本では 2006 年 9 月から、化学工業プラントで配管同士の接続に使用される「シール材」

などの 5 製品を除き、原則禁止になった。しかし、厚生労働省は、2008 年 4 月に、例外的

に認められていた 5 製品についても 2011 年度を目途に全廃することとし、同年度以降は、

新たな石綿製品は日本では製造されないことになった。 

石綿に関する規制をまとめるのに加えて、土壌汚染対策法の規制物質から関係法令によ

る法規制を明らかにして双方の法規制について類推する作業も行っている。 

 

 

2012-13 アメリカの防火に関する法規について 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%BA%E4%BD%93


 

 

 

 米国の州立制、地方自治などを解説しているが、正確ではないので、参考文献のみ転記す

る。 

アメリカの消防事情 海外消防情報センター 

あめりか防火事情 関沢愛著 「火災」１９８７～１９９３年 

http://en.wikipedia.org/wiki/International_Building_Code 

http://en.wikipedia.org/wiki/International_Code_Council 

http://en.wikipedia.org/wiki/National_Fire_Protection_Association 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E4%BF%9D%E9%99

%BA%E6%A5%AD%E8%80%85%E5%AE%89%E5%85%A8%E8%A9%A6%E9%A8%93%E6%89%80 

http://www.iccsafe.org/AboutICC/Pages/default.aspx 

http://www.nfpa.org/ 

 

 

2012-14 水防法 

 

水防法 (1949） 目的としては、「洪水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及

びこれによる被害を軽減し、もつて公共の安全を保持すること」 

 1947 年のカスリーン台風による利根川の破堤災害が契機であるのに対して、2011 年 3 月

の東日本大震災において、消防職員が 27 名、消防団員が 254 名の犠牲が出たことに鑑み、 

水防法の規定に津波を加えることで、水防団員が公務により負傷・死亡した場合の災害補償

や、津波発生時の活動の責任の所在を明確とした。。 

水防法の主な改正点は、 

①目的をはじめ、洪水予報、水防警報等の規定において、「津波」を明記する。 

②水防計画 1)について、津波の発生時における水防活動その他の危険を伴う水防活動に従

事する者の安全の確保が図られるように配慮されたものでなければならないものとする。 

③水防管理者等による巡視等の対象に津波防護施設を追加する。 

④国土交通大臣は、洪水、津波又は高潮による著しく激甚な災害が発生した場合において、

当該災害の発生に伴い、浸入した水の排除等の特定緊急水防活動を行うことができるもの

とする、 

 

 



 

 

2012-15 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（1957） 

第一条 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の利用が平和の目的に限られ、かつ、こ

れらの利用が計画的に行われることを確保するとともに、これらによる災害

を防止し、及び核燃料物質を防護して、公共の安全を図るために、製錬、加

工、貯蔵、再処理及び廃棄の事業並びに原子炉の設置及び運転等に関する必

要な規制を行うほか、原子力の研究、開発及び利用に関する条約その他の国

際約束を実施するために、国際規制物資の使用等に関する必要な規制を行う

ことを目的とする 

企業が原子力発電という経済活動を行うことによって、周囲環境に対して放射性物質の

放出されるリスクがあるという点を外部不経済と捉えた。 

 2 回の改正について説明したのち、二点の問題点が残っていると指摘。一点目は安全審査

指針の策定方法である。現在 23 条 3 項で「文部科学大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣

は、第一項第四号及び第五号の政令の制定又は改廃の立案をしようとするときは、あらかじ

め原子力委員会及び原子力安全委員会の意見を聴かなければならない。」と定められている

ため、原子力安全委員会のダブルチェックの対象になる事項についても、政省令を設定する

ことが可能である。詳細な安全審査指針を原子力安全委員会が設定し、これに即して審査を

行う運用が行われているが、詳細ではなく概略的とすることが可能であるとされている。二

点目は原子力安全規制における監査的機能である。原子力安全委員会と規制行政庁との間

で緊張関係が確保されているという見方がされる一方、監査型機能の実効性は不十分とい

う意見も存在している。 

 

 

2012-16 原子力基本法の問題点 

 

原子力基本法（1955） 

第１条（目的）この法律は、原子力の研究、開発及び利用を推進することによつて、将来に

おけるエネルギー資源を確保し、学術の進歩と産業の振興とを図り、もつて人類社会の福祉

と国民生活の水準向上とに寄与することを目的とする。 

 

 電気事業法、ガス事業法、それぞれの第 1 条（目的）と比較するというユニークな試み。。 



 

 

電気事業法（1964） 

第１条（目的）この法律は、電気事業の運営を適正かつ合理的ならしめることによつて、電

気の使用者の利益を保護し、及び電気事業の健全な発達を図るとともに、電気工作物の工事、

維持及び運用を規制することによつて、公共の安全を確保し、及び環境の保全を図ることを

目的とする。  

ガス事業法（1954）） 

第１条（目的）この法律は、ガス事業の運営を調整することによつて、ガスの使用者の利益

を保護し、及びガス事業の健全な発達を図るとともに、ガス工作物の工事、維持及び運用並

びにガス用品の製造及び販売を規制することによつて、公共の安全を確保し、あわせて公害

の防止を図ることを目的とする。 

 奇妙にも、「電気」には、「原子力」にはない「公共の安全」「環境の保全」の文言があり、

ねじれ現象が見られる。また「ガス」では、「公害の防止」の文言もある。これでは、電気

やガスが原子力より危険のようである。 

 ＝外部不経済の問題として＝ 

 外部不経済とは、A と B の経済関連を持つとき、C が損害を被ることを外部不経済とい

う。現在、電気を使わない人はまずいないから、原子力（原発）についていえば、純粋な外

部不経済は存在しない。ただ、原発が 100％安全なら、東京のような大都会の中心部に建設

すれば効率が良い。過疎地域につくるということは、やはり、何か問題を隠して、少数者を

犠牲にしていると疑われても仕方ない面がある。ここに原発の外部不経済の問題がある。 

＝情報の非対称の問題として＝ 

 相手方と対等の立場で話せるだけの情報が入らないことを、情報の非対称という。薬害な

どの情報公開で語られることが多いが、原子力でも、原発推進側の情報が、地元住民に対等

に話せるところまで公開されているか、という問題は常に存在する。加えて、原子力は科学

技術として高度専門知識を必要とするため、公開された情報を、受ける側が理解できるか、

という問題もある。 

 

 

2013-1 まちづくり 3 法 

 

まちづくり 3 法と呼ばれる、「大規模小売店舗立地法（1973）」「中心市街地活性化法（1998）」

「都市計画法」に加えて、百貨店法（1937）ついての変遷をまとめ、加えて各規制の第一条

を比較している。 



 

 

１）昭和 48 年制定の「大店法」以前は消費者保護の観点ではなく、専ら中小小売業者の保

護が目的であったが、消費者保護の目的に変更している。 

２）結果的には、法の目的である中小小売業者の保護は成功していないと思われる。 

３）中心商店街の中心に進出する“百貨店”が当初の問題であったが、郊外型店舗の進出の方

がはるかに影響は大きかった。 

４）法による規制は、社会的要求の変化にはかなわず、利便性の高い商業施設が生き残る、

資本主義的な結果となっており、過疎地向け商売などが次々に立ち上がっている。 

５）駅は中心市街地や交通弱者と繋がりが深い為、現在の駅ナカビジネスは社会的理解を得

られやすいようだ。 

６）以前は税制優遇がされていた“駅”にも“駅ナカ”用の税制基準が制定されている為、社会

的理解も得られやすい。 

 

 

2013-2 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（2000） 

（第一条）この法律は、特定の建設資材について、その分別解体等及び再資源化等を促進す

るための措置を講ずるとともに、解体工事業者について登録制度を実施すること等により、

再生資源の十分な利用及び廃棄物の減量等を通じて、資源の有効な利用の確保及び廃棄物

の適正な処理を図り、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを

目的とする。 

   

（背景） 

 高度経済成長期以降、最終処分場の不足や不法投棄の多発など、廃棄物をめぐる様々な問

題が深刻化した。特に、産業全体の資源利用量、排出量に対して建設産業の占める割合は高

く、最終処分場の残余容量もひっ迫する中、建設廃棄物の有効利用は十分に図られず、民間

工事が主体である建築系建設廃棄物の分別・リサイクルが進まない状況にあった。 

 

対象の資材  ①木材  ②コンクリート  ③アスファルト・コンクリート 

 

建設廃棄物は産業廃棄物の不法投棄量全体の約７割を占めており、全体数は減ったもの

の、依然として高い割合を占めている。平成 18 年度の建設廃棄物量は 8.9 万ｔとなってお



 

 

り、廃棄された場所の土地所有者や近隣の住民からすれば、外部不経済となる原因と考えら

れる。 

 

 

2013-3 「騒音規制法を通して、鉄道工事関連の騒音に関する外部不経済について考える」 

 

現行の騒音に関する法律で規定する内容においてお客さまの利便性のための営業運転や

その運転を支える保守作業、鉄道沿線に住まうお客さまとの関係がどのような観点から外

部不経済にあたるのかについてこのレポートで具体化していきたい。（レポート未完）  

 

 

2013-4 空き地・空き家等の外部不経済について 

 

日本の空き家の推移をみると、昭和 38 年の 52 万戸から一貫して増加を続けており、平

成 20 年では 757 万戸となっていることを紹介したのち、地方自治体における空き家対策

の例を紹介している。 

。 

4 海外の空き家対策  

4.1 米国ミシガン州ジェネシー郡の場合  

2000 年代、自動車メーカーが撤退し人口が大幅に減少し、空き家が増加、固定資産税を 

滞納し、家を放棄する人が増えたという。その税金を払えない人の救済と、またシカゴと 

トロントの間という立地から、投機目的で売買されることも多かったようであるが、資産 

投機家の手に渡ると地域の改善や計画への参加が望めず、地域の将来に影響が出ると考え 

られたことから、そのような土地や建物を郡が管理するためランドバンクを設立した。ラ 

ンドバンクの事業内容は、①滞納者の支援アドバイス。②物件の解体・売却。③物件の改 

修（後に賃貸にするため）④市街地の再開発。⑤工場跡地の再開発。⑥地域計画の作成と 

地域の改善。⑦隣家への売却。⑧地域の清掃と緑化。⑨地域活動への管理委託などである。 

①では、税金滞納者が居住している場合、本人に対して支払い能力、支払意識の有無など 

を聴取し、出来るだけ今の生活を維持できるように支援を行う。また、収用対象となった 

物件が賃貸として賃借人がいる場合も多いが、その住人とも協議を行う。  

滞納者の所在が不明な場合や所有を放棄する場合は、②③④⑤として対応し、その物件 

の活用について検討を始める。ランドバンクにより周辺環境などを踏まえて検討され、解 



 

 

体するもの、売却するもの、店舗などへ改装するもの、地域の広場へ活用するなどを行っ 

ている。⑦は、活用手法の一つとして隣家への売却を行っている。これは収用された物件 

の隣家に対し非常に安価に－多くの場合には一ドル－売却するものである。収用された物 

件の多くは「見捨てられた土地」であり、放置しておくと治安の悪化をもたらす恐れがあ 

るため、一ドルであっても売却することで土地の管理を住民に任せることが出来るためこ 

の手法が用いられている。このようにしてランドバンクが管理することにより、放棄地等 

のコントロールが可能となったという。  

物件収用の手続きは、土地所有者の税金滞納から始まる。税金滞納により収用対象物件 

としてリストアップされる。所有者からの相談もなく、催促にも応じず 2 年間が過ぎると、 

税務署が裁判所への所有権喪失を申し立て、裁判所の採決により差し押さえとして物件が 

ランドバンクに収用される。正式には税務署に所有権が移ったものがランドバンクに移管 

される。その後ランドバンクによって物件の調査が行われる。このように、収用がこれま 

で約 7 年間かかっていたものが 2 年程度まで短縮されたこと、郡が物件をコントロールで 

きるようになったこと、投機や都市の乱開発が防げること、同時にランドバンクの財源確 

保にも寄与していることなどが利点として挙げられる。というのも、収益の上がらない民 

間が扱わない物件のみを行政が扱うとすると行政の負担が大きくなるが、収益の上がる物 

件をも扱うことで、その収益を非収益物件の経費に回すことが出来るからである。また、 

危険家屋の解体だけでなく、売却や改修を行うことで住環境の改善はもちろん、住宅価値 

や防犯にも寄与している。  

 

4.2 英国の場合  

英国には従来、所有者の同意を得たうえで地方住宅庁が空き家の賃貸借を行う仕組みが 

ある。自発的なリーシングスキームであり、住宅を改修するための補助金を提供する代わ 

りに、住宅を一時的な社会住宅として提供するよう所有者に促している。こうしたスキー 

ムは、自分の力で住宅の改修を行うことができない所有者をターゲットとしているものの、 

所有者が改修の費用の一部を負担することが求められる場合が多いとされる。住宅は３年 

間賃貸することが義務付けられ、その後に所有者に返還される。３年間賃貸をすれば、所 

有者は住宅改修に使用した補助金の返還義務を負わないものである。また、地方住宅庁が 

強制的に空き家等の住宅を買収する権限が存在している。しかし多くの地方住宅庁の考え 

方は、強制買収を行うのは、空き家を再利用するという課題に取り組む前に所有権の移転 

が必要となるので、空き家のケースでは現実的ではないというものである。強制買収の手 

続きは、所有者が反対する場合には特に、長期にわたる複雑なものとなる可能性もある。 



 

 

こうした考え方から、自発的な対応と、既存の強制買収との間にあるギャップを埋めるこ 

とを意図して、EDMO の制度が構想され、2004 年住宅法において「空き家管理命令（Empty  

Dwellings Management Orders）」が制定された。この法律は、一定期間空き家となってい 

る住宅を対象として、地方住宅庁が、その所有者に代わって、必要な改修を行い、住宅を 

必要とする者にこれを使用する権利を設定して、居住者が支払う賃料を所有者に代わって 

受領してその中から改修費用を回収する制度である。このような所有者の権利を制限する 

政策が正当化されるものとして、新規土地開発を抑制し、既存住宅を活用するとの基本政 

策があり、空き家はその周囲に悪影響を及ぼすこと、空き家を活用すれば住宅を必要とす 

る者に住宅を供給することが可能となることが挙げられている。  

制度の概要であるが、EDMO には、暫定 EDMO と最終 EDMO の二種類があり、初めて 

EDMO が出される場合には暫定 EDMO となる。その後、必要な場合には最終 EDMO が

出され、この最終 EDMO は繰り返されうる。暫定 EDMO の有効期間は最長で 12 か月、

最終 EDMO の有効期間は最長で 7 年である。また、EDMO が効力を有する間、地方住宅

庁は住宅を占有する権利を有し、EDMO がない場合に所有者が行うことができたであろう

いかなることをも自ら行うことができる。しかし、地方住宅庁は住宅についての権利を取得 

せず、従って、売却を行ったり、権利を処分することはできない。EDMO が効力を有する 

間、所有者は住宅について賃料を受けとり、または権利を行使することができない。しか 

し、新たなリースホールドを創設し、または住宅に居住することを認めるライセンスその 

他の権利を与えることを除けば、住宅についての権利を処分すること、すなわち住宅を売 

却することができる。  

 

4.3 フランスの場合  

フランスは人口増大が今も顕著である。毎年 10 万人近い移民があることも貢献している 

ようである。よって量的な住宅不足が重要課題となっているという。フランスの空き家率 

は 2008 年で 6.0％である。但し別荘に相当する住宅を空き家から除外し、空き家としては、 

売買用、賃貸用で利用に供されていない住宅、相続財産分割協議中の住宅、利用用途のな 

い住宅を指している。  

フランスの空き家対策は、1998 年の反排除法により創設された空き家税がある。これは 

人口 20 万人以上で住宅需給に不均衡が存在する市町村で課税されるもので、都市部の住宅 

難解消の手段としてのものである。課税対象は過去 2 年間継続して利用されない空き家で 

あるが、賃貸を意図したが賃借人を見出せなかった場合や大規模工事なくして賃貸出来な 

い場合は免除されるものである。その他には、一時的住宅契約がある。これは、2009 年に 



 

 

英国、オランダ、ベルギーなどの制度を真似て創設した制度で、フランスの借家法は、居 

住用借家人の保護が強いが、空住宅についてはそれに例外を設けたものである。空住宅に 

ついて県知事の承認が必要な契約に基づき、長期にわたらない利用権を公共団体や社会住 

宅運営団体等のために設定し、住宅を住宅困窮者に 200 ユーロ以下の低額賃料で転貸する。 

空き家所有者と団体との契約期間は最低三ヶ月で、更新も可能であるが、18 ヶ月を超える 

ことは出来ない。空き家所有権の維持と住宅確保の両立を契約的手法により行うことを目 

的とするものである。以上は、所有者も特定でき、しかも住宅として利用可能な空き家の 

制度である。  

放棄された空き家の対応としては、明白放棄財産制度と無主財産制度がある。前者では、 

市町村長が、明白放棄財産宣言を行い、所有者にその状態を停止するように命令し、反応 

がなければ公用収用の手続きで当該財産を取得する。この公用収用により取得した土地は、 

他に譲渡することも可能である。これは不動産流通を促進するためである。この手続きは 

所有者が放棄の状態を改めた場合には進行しない。また、所有者が放棄の状態を改める工 

事をする旨の協約を市町村長と締結した場合も進行しないが、実際に工事が行われなけれ 

ば再び進行する。後者（無主財産制度）は、所有者がいない空き地への対応であり、相続 

人が現れない場合や、3 年以上土地税が支払われない場合に、補償なくその所有権が市町村 

に帰属するものである。  

さらに保安上危険等建築物対策として、崩壊危険建築物と衛生危険建築物がある。前者 

は、自然災害等に起因する崩壊危険の場合には市町村が自らの費用で危険を除去し、建築 

物内部に起因する崩壊危険の場合には、所有者に命令して所有者負担で危険を除去する制 

度である。後者は、非衛生状態の是正が可能と知事が判断した場合には、一定期間内の衛 

生危険除去命令を発し、不可能の場合には最終的居住禁止命令を出し、公用収用措置もと 

ることが出来る制度である。 

 

2013-5 自動車関係の諸税の問題と環境問題について 

 

現在（2013 年度当初）の自動車関係諸税の租税収入は租税総収入の 9.5%にも及び、自動

車という一つの耐久消費財の租税収入が法人税や固定資産税とほとんど変わらない税収規

模となっている。 

課税の原則、資源配分上の効率性、外部効果（外部経済・外部不経済）、外部費用（大気

汚染、騒音、事故等）エネルギー枯渇などについて長期的な視点に立って自動車関係諸税を

再構築する必要性が増してきている。 



 

 

本レポートで取り上げる自動車税における「グリーン化特例」及び自動車重量税における

「環境対応車普及促進税制」は、問題点は多いにあるのだが、自動車の環境面での外部不経

済の内部化を目指しているという意味では、注目に値するものと考える。 

自動車税におけるグリーン化特例及び自動車重量税における環境対応車普及促進税制は

一定の成果を上げており、環境負荷の低減にはいずれつながっていくものと考えているが、

エコの本質は古いものを大切に繰り返し使っていくことになるのであって、新しいものへ

切り替えていくことを推進するのは、長期使用によるライフサイクルコストの面からみた

優位性が考慮されていないものと思われる。具体的には、古い車を大切にし、性能維持を図

ろうとすることは環境負荷を低減する行為であり、徒に新車への乗換を喚起することがむ

しろ環境負荷を高めている恐れがあるとも考えている。 

 

 

2013-6 国民保護法 

 

国民保護法（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律）2004 

国民保護法は万一の武力攻撃や大規模テロの際に、国や都道府県、市町村住民などが協力

し、国民の生命、身体及び財産を保護するための法律である。 

 

国民保護法が適用される万一の事態  

「武力攻撃事態等」  

（１）外国の軍隊などが日本の領土に上陸し、侵攻してきた場合（着上陸侵攻）  

（２）外国の軍隊などが航空機により攻撃してきた場合  

（３）外国の軍隊などが弾道ミサイルにより攻撃してきた場合  

（４）外国の軍隊などが密かに侵入し、攻撃してきた場合（ゲリラコマンド）  

「緊急対処事態」  

（１）原子力事業所等の破壊や石油コンビナートの破壊など  

（２）ターミナル駅や列車の爆破など  

（３）炭疽菌やサリンの大量散布など  

（４）航空機による自爆テロなど 

 

消防が対応することが法律上で定められている措置以外にも、消防の役割がある。法律 

上で消防が行うと特定されていない措置についても、市町村の国民保護計画において「消 



 

 

防機関の役割」とされた措置は消防が対応することになる。したがって、消防が必然的に 対

応する措置は各市町村の国民保護計画によって様々であると考えられる。 

 

 

2013-7 振動規制法 

 

振動規制法（1976） 

（第一条）この法律は、工場及び事業場における事業活動並びに建設工事に伴って発生する

相当範囲にわたる振動について必要な規制を行うとともに、道路交通振動に係る要請の措

置を定めること等により、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資することを目的とする。 

 

例して、場所と時間帯で振動の上限値を設定している東京都の規制を示し、日中 快眠をと

れる方法を検討してもらいたい、としている。 

 

 

2013-8 水質汚濁防止法 

 

水質汚濁防止法(1970) 

 この法律は、公共用水域及び地下水の水質汚濁の防止をはかり、もって国民の健康を保護

するとともに生活環境を保全することを目的としている。 

 「旧水質二法」を一体化し、これまでの個別の水域指定を廃止し、公共用水域に排出され

る水の排出、及び、地下に浸透する水の浸透を規制対象とする、全国一律の規制を行った。 

（改正の経緯） 

1972 年、「無過失責任」を導入した。 

1978 年で、「総量規制制度」を導入した。 

1988 年で、「地下水汚染」についても規制を行うこととした。 

1990 年で、「生活排水の対策」を導入した。 

2010 年で、公共用水域への排出に都道府県知事に届出が必要になった。 

2011 年で、「地下水汚染未然防止」のための基準を制定した。 

 

直近の水質汚染事故：2012 年 5 月 19 日、利根川・江戸川水系の浄水場の水道水から、

水質基準値を超えるホルムアルデヒドが検出され、千葉県で午後６時半時点５市計 34



 

 

万 4000 世帯が断水したという事象、を取り上げた。原因は産業廃棄物処理会社が、単

独であれば毒性が低く、『水濁法』の規制物質にも該当しない「ＨＭＴ」を排出し、こ

れが水道水内の塩素と反応し、ホルムアルデヒドを生成したため。 

規制方法の難しさ。 

 

 

2013-9 騒音に関する法律 

 

騒音に関する法律は、環境基本法と騒音規制法が大きな２つである。環境基本法では、騒

音における環境基準（騒音に係る環境上の条件について生活環境を保全し、人の健康の資す

る上で維持されることが望ましい基準）を定めているのに対し、騒音規制法では、特定工場、

特定建設作業、自動車騒音等により発生する騒音について具体的に規制基準（発生する騒音

の特定工場等の敷地の境界線における大きさの許容限度）を定めている。前者に罰則はない

が、後者には設けられている。 

 

 建設工事にかかわる騒音の規制は、ある特定の著しい騒音が発する作業に限り敷地境界 

線上で 85dB 以下という数値を定めているが、法制定から 45 年程たった今、受忍限界をど

こで定めるのかについてはもう少し議論の余地があるのではないか。 

 

 

2013-10 消防法 

 

消防法（1948） 

火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火災から保護するととも

に、火災又は地震等の災害による被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に

行い、もつて安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資することを目的とする。 

 

 消防法に関連する外部不経済についての検討で、消防用設備等（ハロゲン化物消火設備、

泡消火設備）による環境に与える悪影響を挙げている。 

 

 

2014-1 「人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律」（公害罪法） 



 

 

 

人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律（1970） 

この法律は、事業活動に伴つて人の健康に係る公害を生じさせる行為等を処罰すること

により、公害の防止に関する他の法令に基づく規制と相まつて人の健康に係る公害の防止

に資することを目的とする。 

 

原発に公害罪法は適用できるのだろうか。公害罪法には放射性物質（＝「人の健康を害す

る物質」）は適用除外と書かれていないが、環境・公害関係法は放射線物質を適用除外とし

ていたので公害法に属する公害罪法も適用除外と扱われていた。しかし、2012 年 6 月に環

境基本法が改正され、第一三条「放射性物質による大気の汚染等の防止」（放射性物質によ

る大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染の防止のための措置については、原子力基本法そ

の他の関係法律で定めるところによる。）が削除されたため、適用することができる。①で

述べたように、公害罪法で起訴されたことがないので、原発で公害罪法を適用できるのか定

かでない。2013 年 9 月、福島原発告訴団は東京電力を公害罪で刑事告発した。 

 

 

2014-1-2 バリアフリーの変遷と矛盾 

 

日本におけるバリアフリーに関する法律 

①1994 年：高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法

律（ハートビル法） 

②2000 年：高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化に関する法律（交

通バリアフリー法） 

③2006 年：高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法） 

 バリアフリー新法は、高齢者・障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保すること

の重要性にかんがみ作られた法律。また、高齢者や障害者に対する情報非対称による不具合

を回避するために作られた法律。 

矛盾を感じる判例：①ハンドル形電動車いす 

2006 年 10 月 15 日、品川駅から新横浜駅へ新幹線乗車をしての帰途「ハンドル形電動車い

す」は扱えないと乗車拒否され、長時間にわたるトラブルの中で、電動車いすによる衝突に

よってＭ駅員が負傷した事件への「治療費及び慰謝料」を払え。また JR 東海が支払った「超

過勤務手当と療養手当」を補償せよ、という合計 38 万円弱の支払い要求があった。 



 

 

2014-2 建築物用地下水の採取の規制に関する法律 

 

建築物用地下水の採取の規制に関する法律（1962） 

この法律は、特定の地域内において建築物用地下水の採取について地盤の沈下の防止の

ため必要な規制を行なうことにより、国民の生命及び財産の保護を図り、もつて公共の福祉

に寄与することを目的とする。 

いったん地盤沈下が発生すればほとんど回復不可能な災害となり、人間の生活に対して

大きなダメージを与える 

1.地盤沈下により構造物や埋設物の不都合が発生する直接被害 

2.高潮や洪水・地震等が地盤沈下によって促進される 2 次的な潜在被害に分類される 

全国的に地盤沈下は起きているが、これ以上の被害が出ないよう努めなければならない

と思う。近年の地盤沈下数は減少傾向にあり、4 ㎝ 以上の沈下はほとんどなくなっている 

 

 

2014-2-2 住宅の品質確保の促進等に関する法律について 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律（1999） 

 この法律は、①住宅の品質確保の促進、②住宅購入者等の利益の保護、③住宅に係る紛争

の迅速かつ適正な解決を図り国民生活の安定向上と国民経済な健全な発展に寄与すること

を目的としている。 

 

 問題は、住宅の性能を表示する共通ルールがないため、相互比較することが難しい／住宅

の性能に関する評価の信頼性に不安がある（情報の非対称）にあり、これの解消を目指す。 

 住宅購入者等の利益の保護の観点で考えると、①既存住宅購入者等（リフォームや中古住

宅購入）についての利益保護、②建築物が定着する地盤に対する情報について課題があると

考える。 

 

 

2014-3 違法ダウンロードにおける著作権に関する外部不経済 

 

著作権法（1970） 

 この法律は、著作物並びに実演、レコード、放送及び有線放送に関し著作者の権利及びこ



 

 

れに隣接する権利を定め、これらの文化的所産の公正な利用に留意しつつ、著作者等の権利

の保護を図り、もつて文化の発展に寄与することを目的とする。 

 

EU における 1991－96 年の著作権を中心とした知的所有権保護の強化という対応方針を

紹介。日本での動きとして以下。 

著作物をダウンロードする行為は本来なら複製権（同 21 条）の侵害とされるところ、私

的使用目的でのダウンロードであれば例外的に適法とする措置が取られていた（同 30 条）。 

2010 年 1 月 個人的に利用する目的であっても、違法配信であることを知りながら、音楽

や映像を録音または録画（ダウンロード）する行為が、刑罰はないものの違法となる。 

2012 年 10 月 刑罰がつく。著作権法第 30 条第 1 項（私的使用のための複製） 同法 119

条第 3 項（2 年以下の懲役、200 万円以下の罰金（併科）） 

 

 

2015-1 国民年金法に関する社会的規制の法源の解釈 

 

国民年金法（1959） 

第一条  国民年金制度は、日本国憲法第二十五条第二項 に規定する理念に基き、老齢、障

害又は死亡によつて国民生活の安定がそこなわれることを国民の共同連帯によつて防止し、

もつて健全な国民生活の維持及び向上に寄与することを目的とする。 

 

（外部不経済） 

・人間は自分が働ける内に老後の蓄えをしなくてはならない（原則） 

・しかし、経済活動自体（市場自体）は個人の財産形成を強要しない。 

・なおかつ、憲法 25 条 2 項は、貯蓄のない人間にも最低限の生活を保障 

 ↓ 

・収入の一部を貯蓄に回していた人と、全て支出に回した人との間に外部不経済が発生。 

（それを解消するために国民年金法がある。） 

 

・「資本主義という市場構造がもたらす経済的 2 極化によって生まれる外部不経済」 

に言及することで国民年金法の存在理由について考察をおこなった。 

 

 



 

 

2015-2 道路交通法 

 

道路交通法（1960） 

第一条「この法律は、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図り、及び道

路の交通に起因する障害の防止に資することを目的とする。」 

道路の利用者に対するルールを制定することで、道路を利用する全てのものの安全を守り、

道路上における事故を防止することで、円滑な道路交通を確保する。 

 

近年（正しく道路を利用している）歩行者にとって、外部不経済な事故が増加している 

 

 

2015-3 金融商品取引法（金商法）について 

 

金融商品取引法（1948 年）最終改正は 2014 年 6 月 27 日 

2007 年 9 月 30 日より前の法律の題名は証券取引法 

（第一条） 

この法律は、企業内容等の開示の制度を整備するとともに、金融商品取引業を行う者に関し

必要な事項を定め、金融商品取引所の適切な運営を確保すること等により、有価証券の発行

及び金融商品等の取引等を公正にし、有価証券の流通を円滑にするほか、資本市場の機能の

十全な発揮による金融商品等の公正な価格形成等を図り、もつて国民経済の健全な発展及

び投資者の保護に資することを目的とする。 

 

 第四十条は、適合性の原則と呼ばれ、顧客の金融知識、経験やノウハウ、投資目的に鑑み

て、勧誘者は十分な説明を行わなければならない、と規定されている。 

 投資者の保護という観点からみれば重要な原則であるが、何を持って十分な説明をした

と言えるのか、という線引きがはっきりしていなく、根本的な事柄から説明していくことに

なり、いささか非効率であると思われる。 

 

 

2015-4 消防法について 

 

消防法（1948） 他とのダブり有。 



 

 

 

問題点として、東海道新幹線の放火事件から、ガソリンの運搬の規制 金属製容器なら 30

リットル、プラスチック製容器なら 10 リットル（車への給油は除く）が購入可能である。

よって、容器させあれば誰でも購入可能である。これ自体に規制をかけてしまうと、農業機

械や除雪機などガソリン運搬は必要であり、利便性などを考慮すると規制は困難であると

考える。そこで、消防法の適用外である「航空機、鉄道、船舶による危険物の貯蔵、取扱い、

運搬」にも、消防法で規制することが必要であると考える。特に、手荷物検査等の実施によ

り、鉄道での可燃性液体の持ち込みを規制した方がよいと考える。 

 

 

2015-5 振動規制法 

 

振動規制法（1976） 他とのダブり有 

 

振動は人それぞれで感じ方が違うものの、苦情件数と振動レベルをみるに規制値に問題

がある。基準値以下でも苦情が生じていることからみて、測定法や規制基準を見直す必要が

ある。屋内外での違いをなくすため、直接屋内で評価したり、敷地境界での振動が建物に伝

搬した場合、水平方向の振動が鉛直方向に変化する場合もあり得ることから鉛直方向のみ

の評価というのも見直す必要性がある。 

 

 

2015-6 海上保安庁法 

 

海上保安庁法（1948） 

第 1 条 海上において、人命及び財産を保護し、並びに法律の違反を予防し、捜査し、及び

鎮圧するため、国家行政組織法（昭和 23 年法律第 120 号）第 3 条第 2 項の規定に基づい

て、国土交通大臣の管理する外局として海上保安庁を置く。 

   

レポート提出者は、以下を外部不経済の例としているが苦しい。 

「中国密漁船によるサンゴ猟が世間を賑わせたが、私はこの行為が外部不経済を招いたと

考える。日本原産の赤サンゴは宝飾物として希少価値が高く、ワシントン条約により取引に

制限がかかっている。密漁船とブローカーが経済効果を求めた結果、地元漁民（サンゴ漁民



 

 

ではなくてサンゴ礁に集まる魚を取っていた）に対する不経済だ。」 

 

 

2015-7 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（住宅瑕疵担保履行法） 

 

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（2007） 

第 1 条 この法律は、国民の健康で文化的な生活にとって不可欠な基盤である住宅の備え

るべき安全性その他の品質又は性能を確保するためには、住宅の瑕疵の発生の防止が図ら

れるとともに、住宅に瑕疵があった場合においてはその瑕疵担保責任が履行されることが

重要であることにかんがみ、建設業者による住宅建設瑕疵担保保証金の供託、宅地建物取引

業者による住宅販売瑕疵担保保証金の供託、住宅瑕疵担保責任保険法人の指定及び住宅瑕

疵担保責任保険契約に係る新築住宅に関する紛争の処理体制等について定めることにより、

住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号。以下「住宅品質確保法」

という。）と相まって、住宅を新築する建設工事の発注者及び新築住宅の買主の利益の保護

並びに円滑な住宅の供給を図り、もって国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄

与することを目的とする。 

  

（辻本の感想）第一条が異様に長い、結局、品確法（1999）がうまく行かず、保証期間を決

め、そのための資金を関連する建設業者全体で賄おうという戦略。 

レポートでは、供託金の全体像などを示すとともに、以下の指摘 

「住宅瑕疵担保履行法では、新築住宅の供給を行った住宅事業者による半年毎の資力確保

措置の実施状況に係る届出情報をもとに、資力確保措置（保証金の供託または保険への加入）

別の新築住宅供給戸数、住宅事業者数等の情報が公表されている。しかし、住宅瑕疵担保責

任保険の加入数や保険事故の傾向等の制度の実績に係る情報は公開されておらず、制度の

啓発が進んでいない状況であるようだ。住宅瑕疵担保責任保険制度の理解と普及促進を図

るためにも、同制度の実績に係る統計データをとりまとめ、公開すべきである。 

ちなみに、公開されていない住宅瑕疵担保責任保険の事故情報の取り扱いは、各保険法人で

保険金の査定等に用いる他は、簡単な集計や事例集が作成されているのみである」 

 

 

2015-8 歴史文化保護による規制と商工業の振興は両立するのか 

 



 

 

地域伝統芸能等を活用した行事の実施による観光及び特定地域商工業の振興に関する法律

(1992) 

第一条  この法律は、ⅰ）地域伝統芸能等を活用した行事の実施が、地域の特色を生かし

た観光の多様化による国民及び外国人観光旅客の観光の魅力の増進に資するとともに、消

費生活等の変化に対応するための地域の特性に即した特定地域商工業の活性化に資するこ

とにかんがみ、当該行事のⅱ）確実かつ効果的な実施を支援するための措置を講ずることに

より、観光及び特定地域商工業の振興を図り、もってⅲ）ゆとりのある国民生活及び地域の

固有の文化等を生かした個性豊かな地域社会の実現、国民経済の健全な発展並びに国際相

互理解の増進に寄与することを目的とする。 

  

 簡単に言うと、文化財や地域の伝統的な芸能や慣習を観光資源に使おうという法律 

観光という市場において、何をもって「魅力のある場所」と「魅力のない場所」と区別す

るかを明確に定めることは不可能であるが、観光客（買い手）から見て情報が足りないとい

うことはその場所にそもそも訪れるかどうか考える選択肢さえも浮かばない 

＝良質だが地味な観光資源が埋もれて廃れていく 

＝公共が市場に関与したほうが、資源を効率的に配分する。 

 

「それぞれの地域が、豊かな自然、文化や歴史など、特色ある観光資源を活用できるよう応

援する」と謳うが本来は特色のあるものであったものが、観光資源に活用した結果ただの提

供されたサービスになることを危惧する必要もある。 

 

2015-9 建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（1970） 

（第一条）多数のものが使用し、又は利用する建築物の維持管理に関し環境衛生上必要な事

項を定めることにより、その建築物における衛生的な環境の確保を図り、もって公衆衛生の

向上及び増進に資することを目的とする。 

  

選任された『建築物環境衛生管理技術者』の職務 

 空気環境の調整／給水の管理／排水の管理／清掃等／ねずみ等の防除 

 

特定建築物における相対湿度の不適合率（全国平均）は、過去 25 年にわたって 30％前後



 

 

（平成 12 年度は 30.8％）で推移しており、建築物環境衛生管理基準の中で最も不適合率の

高い項目である。湿度管理の実態については、特に、冬季においてこの基準に定める湿度の

確保が困難であることが、空気調和設備の設計者や維持管理の従事者等から指摘されてい

る。 

 

 

2015-10 エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法） 

 

エネルギーの使用の合理化に関する法律（1979） 

（第 1 条）「内外のエネルギーをめぐる経済的社会的環境に応じた燃料資源の有効な利用の

確保」と「工場・事業場、輸送、建築物、機械器具についてのエネルギーの使用の合理化を

総合的に進めるために必要な措置を講ずることとし、もって国民経済の健全な発展に寄与

すること」を目的に制定された。 

 

省エネ法の問題点 

①提示されている算定方法による誤差 

→各会社でのエネルギー消費量は燃料使用量を元にして算定する燃料法、輸送距離と燃費

を元にして算定する燃費法、輸送距離と輸送重量を元にして算定する改良トンキロ法を用

いている。評価する法律が業種別に異なっており、どちらの法律でも評価できる業種で比較

すると法によって年間一次エネルギー量が異なる誤差が生じていることから、使う法律が

限られている中で差異が生じてもよいのか再検討する必要があるのではないか。 

②業種による算定精度の違い 

→業種によって、算定精度に違いが生じている。例えば、鉄鋼・自動車の配送と食品・コン

ビニ配送を比較すると、前者がルート・貨物ともに把握しやすいことに比べ、後者は流通経

路が細微に渡り把握が困難であるため、推定値や標準値を適用せざるを得ない。 

③環境対策をすでに行っている企業への配慮 

→同負荷が生じている企業でも、既存の対策の有無により今後できる削減率に差が生じる。 

④京都議定書決定に対する疑問 

→地球規模での削減目標を設けることを目的に定められた京都議定書の提言であるが、中

国、アメリカといった大国が参加していない、欧州の多くの国が苦労することなく達成して

いることなど多くの疑問を感じる。 

 



 

 

2015-11 悪臭防止法 

 

悪臭防止法（1971） 

（第１条）工場その他の事業場における事業活動に伴って発生する悪臭について必要な規

制を行い、その他悪臭防止対策を推進することにより、生活環境を保全し、国民の健康の保

護に資することを目的とする。 

  

法の対象となるのは、事業活動に伴って悪臭を発生している工場その他の事業場であり、

においの善し悪しに関わらず、その悪臭により生活環境が損なわれていると認められる場

合に規制される。飲食店等のサービス業も悪臭を発生し生活環境を阻害していると認めら

れる場合は、法の規制対象となる。 

 

【問題点】 

・特定悪臭物質による規制では物質ごとに指定して行っているが、すべての悪臭物質を指定

することは困難であり、物質濃度規制では未規制物質については対応できない。 

・以前苦情の割合の高かった畜産産業は、アンモニアや低級脂肪酸等の特定悪臭物質で臭気

が検出できるため、特定悪臭物質濃度で十分規制が可能であった。しかし、近年増加してい

る飲食店等のサービス業に対する苦情は特定悪臭物質に指定された 22 物質では該当する物

質がほとんど含まれないことや複合臭が原因であるため物質濃度規制では対応が難しい。 

 

2015-12 食品衛生法について 

 

食品衛生法（1947） 

（第一条）この法律は、食品の安全性確保のために公衆衛生の見地から必要な規制その他の

措置を講ずることにより、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、もつて国民の健康

の保護を図ることを目的とする。 

  

製品の表示通りに正しく製品を製造しているのか、製造年月日を正しく表示しているの

か、というように、生産者が十分持っている情報を製造に関わらない消費者は正確に知り得

ることができないため、「売り手」と「買い手」の間には情報の非対称性がある。 

 

各国ごとに食品添加物の規制が異なると、輸入食品の安全性が十分に確保できない、食品



 

 

の安定供給ができないなどの問題が生じる。食品添加物に関する国際ルールを作ることが、

食品の安全な輸入・流通のために重要となるのではないだろうか。また、輸入食品の安全性

を高めるためには、事業者の責任で生産国での衛生管理を徹底し、輸入に際して適切な検査

を実施するなどの対策を強化することが重要である。事業者として、食品の生産から販売ま

での各段階で商品管理・安全管理を徹底することが求められる。 

 

 

2015-13 建設工事騒音防止の騒音規制法による外部不経済、情報の非対称について 

 

建設工事騒音防止の騒音規制法（1968） 

（第一条）この法律は、工場及び事業場における事業活動並びに建設工事に伴って発生する

相当範囲にわたる騒音について必要な規制を行なうとともに、自動車騒音に係る許容限度

を定めること等により、騒音により国民の健康に係る被害が生ずることを防止する。そして、

生活環境を保全し、国民の健康の保護に資することを目的とする。 

  

規制基準は 85 デシベル以下という設定でしかない。これでは同じ 85 デシベルであった

としても音の高さにより、人がより不快に感じる音が発生してしまう。これではいけないの

で音の高さに応じて規制を加えるべきではないかと感じる。 

 

 

2015-14 『ガス事業法』について 

 

ガス事業法（1954） 

（第一条）この法律は、ガス事業の運営を調整することによって、ガスの使用者の利益を保

護し、及びガス事業の健全な発達を図るとともに、ガス工作物の工事、維持及び運用並びに

ガス用品の製造及び販売を規制することによって、公共の安全を確保し、あわせて公害の防

止を図ることを目的とする。 

  

このレポートでは 

① ガスの自由化（2017 年 4 月から）に伴う情報の非対称  

② 外部不経済の例として、北海道北見市ガス漏れ事故（2007 年 1 月 19 日） 

を取り上げている。 



 

 

①は、原発事故による電気の高騰を懸念し電力の全面自由化が 2016 年に決まったが、これ

に次ぐ形でガスの全面自由化も 2017 年 4 月から行われることが決まった。電力とともに自

由化をすることで家庭用のインフラであるガス＋電気のセット販売を予定するなど競争を

促している。 

③ の重大事故は、認知度が低いため、以下に引用する。 

ガス事業法における外部不経済―北海道北見市ガス漏れ事故 

 

・北海道北見市ガス漏れ事故（2007/01/19）の概要 

  背景（wikipedia より） 

北見市の都市ガス事業は、もともと北見市の市営によって運営されていた。しかし財政難の

為、天然ガス由来の無毒ガス種（12A・13A）への切り替えが行われておらず、発足時の 4B

（現在の L3）のままになっていた。供給されるガスは石油由来のもので、5.2～5.6%程度の

一酸化炭素が含まれていた。 

北見市ガスの無毒ガス種転換事業は 2001 年になってようやく開始されていたが、北見市財

政の状況から遅々として進んでいなかった。この転換事業による収益悪化により、ちょうど

前年の 2006 年、前年度をもって市ガス事業を廃止し、北海道ガスに売却した。 

この為、北海道ガス管轄とは言っても、北見市内の都市ガス網は既に転換の終わっていた北

海道ガスの供給網とは独立していた。 

 事故発生 

 1 月 17 日、北海道ガスの支店に対して、北見市春光町で住宅に設置されたガス漏れ警報

機が突然鳴動したとの通報が正午頃と 17 時 10 分頃の 2 回入った。この時、同社は現地に

調査員を派遣したが、検出できたガスが微量で、ガス臭もせず、安全上問題はないとの理由

から、本格的な調査を翌日に見送り、供給停止等の措置も行わなかった。その後 20 時頃、

2 軒目の通報元の家で再びガス漏れ警報機が鳴動。再び北海道ガスに連絡を入れるが、この

時対応した社員は「警報機は 10 年ほど経って古いので、換えた方がいい」と、まるで警報

機の誤作動であるかのような発言をしたという。 

1 月 18 日午前 6 時半頃、この地区に住む 47 歳女性がトイレで意識不明となり、救急車で

搬送された。この際、消防隊員も、搬送先の病院の医師も、一酸化炭素中毒と見抜けなかっ

た。女性は搬送先の病院で約 1 時間後に死亡したが、死因は当初、心不全と判断された。ま

た、女性の夫とその家族も頭痛を訴え病院で診察を受けたが、夫は使用しているガスストー

ブの不完全燃焼と考えていた。事故死が想定された為北海道警は女性宅を訪れたが、病院側

から不審な点はないとの説明があったため、簡単な確認のみに終わってしまった。 



 

 

午前 9 時頃、北海道ガスが掘削調査を行うもガス漏れ箇所は特定できず。検知できるガス

も微量のままでガス臭もせず、安全上問題ないという理由から、このまま様子を見る事とし、

一旦調査を終了した。住民には安全であるという説明だけがなされ、ガス器具の使用も制限

しなかった。 

しかし、この日の夜から頭痛、吐き気を訴える住民が出始めた。その多くは、最初の死亡女

性宅の近辺に集中していたが、前述の理由から、北見市・警察・消防・北海道ガスの 4 者と

もその事実を把握していなかった。一部は明朝にかけて病院に搬送され、一酸化炭素中毒と

診断された。 

一方で同日、北見市の中心部に位置する幸町でもガス漏れ警報機が鳴動したと北海道ガス

に通報が入った。こちらは春光町と異なり、当初から人に感じられるほどのガス臭を伴って

いたが、やはり大規模なガス漏れは発見できなかったという理由から、調査は続けつつも住

民の避難やガスの供給停止といった措置はとられず、市や警察・消防には連絡を入れなかっ

た。春光町では最終的に 12 人が病院に搬送され（消防に拠らないものも含む）、うち 1 人

が死亡。2 人が遺体で発見されるという惨事になった。遺体で発見された 2 人の死亡推定時

刻は 18 日午前中で、最初に搬送され死亡が確認された女性とほぼ同時期に倒れていたこと

になる。死者 3 名の自宅が並ぶ向かい側に公園があり、その道路の地中内に埋設されたガ

ス管が破断しているのが発見された。それは、小規模なものではなく、地震で断層が発生し

たかのように、切断されたように破断されたガス管の面が上下にずれるという致命的なも

のだった。 

 

 対応の遅さ 

毒性があり同時に爆発性の気体を取り扱うにしては、ガス漏れが検出された時点で、自治体

や道、警察・消防への通報もなければ、供給停止も使用制限もなく、そのまま供給を続けた

北海道ガスの初期対応の拙さが被害を拡大したと批判されている。 

上記の通り、実際にはガス管の破損はいずれも致命的なものだった。しかし、大量のガスが

漏れていたにも拘らず、そのほとんどが地中を伝って人家に流れ込んだため、路上のガス濃

度は北海道ガスの社内規定よりも低い量しか検出できなかった。しかし、後に死者の 1 人

の自宅の床下を調べたところ、環境基準値の約 8 倍の一酸化炭素濃度だった事が判明して

いる。 

 

 

2015-15 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 



 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（1970） 

（第一条）この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運

搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及

び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

  

（問題点） 

・ゴミ処理施設 

 平成７年度に首都圏において排出されたゴミのうち最終処分されたものは約３４４万ト

ンであり、そのうち約１５万トンが首都圏外で最終処分されている。20 年前のことではあ

るが、現在は以前よりも人口が首都圏に集中し地価も上がっていることから、このようなこ

とはより顕著になっているのではないだろうか。 

・ゴミ処理業者 

私たちが普段出しているゴミは指定のゴミ置き場に持っていけば、見慣れた車がゴミを

回収してくれる。このような車には許可番号が書いてあり、それが許可を受けた証となって

いる。しかし一方で許可番号のない車も廃品を回収しに来る。このように許可番号が無いに

もかかわらず廃品を回収しているのは違法なのである。違法であるにもかかわらず、このよ

うな車を頻繁に見かけるのは、情報の非対称により私たち一般人が不適正業者を見極めら

れず、不適切な業者に廃品を預けてしまう人が多くいることが原因ではないかと考える。 

 

2015-16 「行政代執行法」について 

 

行政代執行法（1948） 

（第一条）行政上の義務の履行確保に関しては、別に法律で定めるものを除いては、この法

律の定めるところによる。 

  

第二条にあるように土地の明け渡しに従わない場合、強制代執行が行使され、執行に際し

て掛かる費用は当事者から徴収される。日本国憲法では、人々の人権について、公共の福祉

に反しない限り尊重しなければならない旨、規定されている。行政特有の活動について私人

相互の関係とは異なる規律をする国内法であり、長年すみ続けた私有地であっても、国道を

通すという公共の福祉に反すれば強制排除される。つまり人権よりも行政法が優先される。 

 



 

 

福岡県豊前市のみかん農園約 1､4 ヘクタール（14000 ㎡）の土地を横切り大分市～宮崎

市にかけて建設中の東九州自動車道建設を巡り農園主側から 13 年間、事業認定取り消しを

求めた訴訟が続いている。 

公益に反する箇所としては、高速道路が通る箇所の畑から立ち退かないことによって工

事が進まないということがある。この公益とは北九州～大分間の高速道路が繋がる事で見

込める時間短縮効果（NEXCO 西日本の資料による）約 10 分短縮されるということである。

この 10 分が人権に優先すべき公共の利益と呼べるかという問題そして強制収用されたコー

スが妥当だったかという問題が残る。 

 

 

2015-17 ｢屋外広告物法｣について 

 

屋外広告物法（1949）2004 年景観法の施行に伴い大改正                              

（第１条）この法律は、我が国の都市、農山漁村等における良好な景観の形成を促進するた

め、景観計画の策定その他の施策を総合的に講ずることにより、美しく風格のある国土の形

成、潤いのある豊かな生活環境の創造及び個性的で活力ある地域社会の実現を図り、もって

国民生活の向上並びに国民経済及び地域社会の健全な発展に寄与することを目的とする。 

  

 京都などの歴史的な街並みと、大歓楽街の歌舞伎町、自然豊かな田園地帯では、地域の特

性がまったく異なることは自ずと明らかである。それにもかかわらず、それらを日本の景観

として同じ土俵にひとまとめにして良し悪しを語るのは無理がある。 

 屋外広告の規制では、「良い景観」とは、すなわち周辺環境との「調和」を保つことと同

義のように扱われている。そして調和を乱す最たるものが看板である、という論調が後を絶

たない。それは、ヨーロッパの整然とした街並みこそが最高であると一方的に定義づけるこ

とで、その対局となる東京の混沌とした景観を醜いとする１つの図式にすぎない。 

 

 

2015-18 水道法について 

 

水道法(1957) 

（第 1 条）この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、水道を

計画的に整備し、及び水道事業を保護育成することによって、清浄にして豊富低廉な水の供



 

 

給を図り、もつて公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与することを目的とする。 

  

「給水条例事件」（平成 18 年 7 月 14 日最高裁判所判決） 

：別荘に住む住民に供給する水道料金を、それ以外の住民に供給する水道料金より高く設定

した条例が、抗告訴訟の対象になるかが争点になった事件。 

 

私も含めて多くの人は、日々何不自由なく安全な水を利用できているため、水道料金につ

いてあまり深く考えていないように思われる。私は、今回のレポート作成まで水道料金につ

いて考えたことはなかった。世界の先進国と比べると比較的安いといえるが、現在の水道料

金が公正妥当であるかどうかははっきりわからない。 

 

 

2015-19 建築物用地下水の採取の規制に関する法律について 

 

建築物用地下水の採取の規制に関する法律（1962） 

（第 1 条）この法律は、特定の地域内において建築物用地下水の採取について地盤の沈下

の防止のため必要な規制を行なうことにより、国民の生命及び財産の保護を図り、もつて公

共の福祉に寄与することを目的とする。 

  

【地下水新ビジネスの参入】 

 近年、水質改善技術や井戸の高機能ポンプの開発に伴い、企業、農漁業団体、サービス業、

公的機関などの専用水道による地下水利用が新たに増加している。特に病院やショッピン

グセンター、ホテルなど緊急時の自己水源確保を求められる施設における導入が進んでい

る。これらの個別水道利用施設の地下水利用は、20～30m の家庭用の浅層井戸と異なり

100m 以深の深井戸からのくみ上げが目立つ。他の特徴として設備の小型化や投資リスク減

少など初期負担が比較的小さいことも普及の要因となっている。現在これらによる地下水

障害は顕在化していないが、規制対象から外れた施設については、現行法制度では利用実態

の把握が困難であり、採取量が把握不可となっている。経済的メリットが重視される新ビジ

ネスに対応した法改正がこれから必要になってくる。 

【今後の地下水利用】 

現在、ヒートアイランド現象の緩和や、地震など非常災害時のための地下水利用や井戸の新

設を求める声も強まっている。しかし地盤沈下量は縮小していても年間数㎜の沈下は継続



 

 

して起こっており、長期的に見れば大幅な沈下が進むということになる。さらに先程も述べ

たとおり地盤の沈下は一度進行すれば元に戻ることはほぼ不可能であるため、現在の取水

制限を緩和すると地盤沈下の進行度が早まる可能性が高く、規制を継続する必要がある。島

国である日本において地下水は大変貴重な資源であることから利用の仕方と規制のバラン

スを適切に取ることが大きな課題である。 

 

 

2015-20 建設業法について 

 

建設業法（1949） 

（第一条）この法律は、建設業を営む者の資質の向上、建設工事の請負契約の適正化等を図

るとによつて、建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに、建設業の健全

な発達を促進し、もつて公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

  

発注者は建設工事の専門知識を持ち合わせない。特に住宅では[発注者＝一般消費者]のた

め、建設業者との間には大きな情報のかい離がある。この非対称を補うための役割として、

第三者の立場の建築士（建築基準法の監理者）が担う形もあるが、別途設計監理契約が必要

でコスト増になるため、多くの場合建設工事業者と発注者の直接契約となる。  

この場合、建設業者が隠すと不正は発覚しない。発注側に専門技術者のいる国発注工事で

さえ前述の高速道路事例があった。まして一般消費者は不正を見抜くことができない。そこ

でコスト増であるが技術者を雇用し法によって施工水準を担保しようとしている。 

国民、消費者は、適切な品質の建設物が、安いコストで手に入ることを望む。そのために

は自由競争を活発にし、参入する者には最低限、法の求める品質を守らせることが必要であ

る。その品質を担保するためには第三者の技術者が厳格にチェックすることが必要ではな

いかと考える。この第三者は建設業者に支配されない者が理想である。すると行政による検

査の信頼性が一番高い。しかし対応できる工事量に限界がでてくる可能性があるし、行政の

コストも上がる。 

 

 

2015-21 文化財保護法 埋蔵文化財包蔵地における発掘調査について 

 

文化財保護法（1950） 



 

 

（第一条）この法律は、文化財を保存し、且つ、その活用を図り、もつて国民の文化的向上

に資するとともに、世界文化の進歩に貢献することを目的とする。 

  

 このレポートでは、文化財の中の埋蔵文化財について論述している。 

埋蔵文化財包蔵地において、工事等により掘削する場合は工事開始前に届出なければな

らないが、前述したように行政が整備する web や遺跡地図・台帳においても全て反映され

ていないなど情報の提供及び共有が曖昧である。 

また建設計画についても包蔵地に抵触しないよう建設規模の縮小などが考えられ、それに

より便益の減少にもつながると思われる。更に便益の減少により地域の利便性が低下した

場合、その土地の価格低下にもつながる。 

調査費用を一事業者が調査費用を負担するのではなく、自分のまわりの環境の維持発展

に使われていると考えると、固定資産税使うことが社会にとって有意義な使用方法ではな

いかと考える。 

 

 

2015-22 「たばこ事業法」について 

 

たばこ事業法（1984） 

（第一条）この法律は、たばこ専売制度の廃止に伴い、製造たばこに係る租税が財政収入に

おいて占める地位等にかんがみ、製造たばこの原料用としての国内産の葉たばこの生産及

び買入れ並びに製造たばこの製造及び販売の事業等に関し所要の調整を行うことにより、

我が国たばこ産業の健全な発展を図り、もつて財政収入の安定的確保及び国民経済の健全

な発展に資することを目的とする。 

  

外圧としてのたばこ規制枠組み条約を受け入れるまでは実効的な広告規制はほとんど行

われず、公共の場の禁煙に至っては、健康増進法第二十五条による努力義務規定のみで罰則

付きの規制は消防法など他の条文で法制化されている部分を除き全く強制力を持った法が

存在しない。よって、たばこのパッケージによる注意喚起については、より詳細に海外と同

じように、喫煙による具体的な健康への害を表した写真を載せるなどの対策を行うことに

よって、喫煙の健康への影響をより知ってもらうことが望ましいと考える。 

今回のレポート作成を通じて、日本のたばこ政策が他の国と比べて特殊だということが

分かった。たばこ事業法は、たばこ税税収は国家財政にとって重要、また、葉たばこ農家の



 

 

保護も重要であるので、喫煙の有害性および社会的損失に目をつぶってでもたばこ産業の

発展と税収確保のため、国民にたくさんたばこを吸ってもらうことを目的に制定したとい

う考えが見られる。政府はたばこ産業の発展や財政収入の安定的確保に重きをおくのでは

なく、国民の健康を第一として考えるべきである。 

 

 

2015-23 駐車場法について 

 

駐車場法（1957） 

（第一条）この法律は、都市における自動車の駐車のための施設の整備に関し必要な事項を

定めることにより、道路交通の円滑化を図り、もつて公衆の利便に資するとともに、都市の

機能の維持及び増進に寄与することを目的とする。 

  

近年、渋谷地区の路上駐車台数については、四輪・二輪ともに減少傾向にあるものの、既

存駐車場が十分に利用されておらず、未だ路上駐車が多く発生している。また、多くの路面

店や中小規模オフィスが集中していることなどから、路上に多くの荷さばき車両が見られ

る。路上駐車及びそれに伴う交通渋滞は、円滑な道路交通を阻害するばかりでなく、歩行者

の安全性や環境面に影響を与えるなど、健全な都市活動を阻害する要因となっている。 

都心における路上駐車のほとんどが荷捌き対応の車両である。特に都内のコンビニにお

いては駐車場がないため、路上で搬入をしている。しかし、条例に定める面積以下は、設置

義務に至っていない。実態は、中小規模の小売店である。駐車場を確保できない都市部にお

いては、業務用車両専用の駐車スペースを路上に確保をすることで、あるいは、道路空間を

時間的に使い分け、荷捌き車両専用路線を時間帯によって設ける必要のあると考えられる。 

 

 

2015-24 土地基本法 

 

土地基本法(1989) 

(第一条) 土地についての基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業者及び国民の土

地についての基本理念に係る責務を明らかにするとともに、土地に関する施策の基本とな

る事項を定めることにより、適正な土地利用の確保を図りつつ正常な需給関係と適正な地

価の形成を図るための土地対策を総合的に推進し、もって国民生活の安定向上と国民経済



 

 

の健全な発展に寄与することを目的とする。 

  

土地基本法はバブル期の地価の高騰や土地の乱開発などを踏まえ、制定された。 

・地価の適正化を図ることで、土地の需給関係において情報の非対称による、どちらか一方

が不利益を蒙る状況をなくす。 

 前述のようなことを達成するために様々な方法、方針が第十一条から第十八条に記載さ

れています。全文に目を通したところ、この法律自体には罰則規定がないことから、理念や

方針のみを示した法律であるとも思えます。そこでこの法律の理念を基にした法律が有る

のかと探しましたが、特に基にしたようなものは見つけることができませんでした。 

 

 

2015-25 『景品表示法』を対象として 

 

「景品表示法」正式には「不当景品類及び不当表示防止法」（1959） 

（第 1 条）この法律は、商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による顧客

の誘引を防止するため、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれのあ

る行為の制限及び禁止について定めることにより、一般消費者の利益を保護することを目

的とする。 

  

1960 年のニセ牛缶事件が発端となり、景品表示法の制定に至った。牛の絵が貼ってあっ

た「三幌ロースト大和煮」の缶詰に蝿が入っていたことが保健所に寄せられ、東京都と神奈

川県が調査を進めるうちに、「牛肉大和煮」と表示していた 20 数社の商品のうち、牛肉 100％

のものは当時 2 社しかなく、大部分は馬肉や鯨肉だったことが判明した。 

本来、景品表示法は情報の非対称性における一般消費者の信頼を保護する為の法律であ

る。しかしながら、情報表示は、消費者庁の各法律の表示規定に基づいて行われているが、

事業者は自社の利益を上げるために、法律の抜け穴を潜るようにして情報提供している場

合や、消費者にとって過剰な自主ルールを設けてしまう場合があり。消費者にとって本来の

性能や素材とかけ離れた表示に繋がる。そのため、事業者側の表示内容と消費者間の一般的

な解釈に差がある場合があり、事業者と消費者の間の情報非対称に発展することがある。 

公正競争規約による各業界における自主ルールと、消費者間の一般的な想定範囲に差が

出来ないようにすることによって、景品表示法が生きるだろう。 

 



 

 

2015-26 『都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）について』 

 

都市の低炭素化の促進に関する法律（2012） 

（第 1 条）この法律は、社会経済活動その他の活動に伴って発生する二酸化炭素の相当部

分が都市において発生しているものであることに鑑み、都市の低炭素化の促進に関する基

本的な方針の策定について定めるとともに、市町村による低炭素まちづくり計画の作成及

びこれに基づく特別の措置並びに低炭素建築物の普及の促進のための措置を講ずることに

より、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号）と相まって、都市の

低炭素化の促進を図り、もって都市の健全な発展に寄与することを目的とする。 

 

本法は都市全体で「スマート・コンパクトシティ」を形成していこうという法制度。 

 具体的な内容は主に以下の 2 点 

①住まいや商業・医療等の施設・機能を集約と公共交通の活用を両軸として都市構造をリノ

ベーション 

②エネルギー技術を駆使して個々の建物を含めた都市全体をスマート化 

 

 「都市のコンパクト化」と「面的な熱エネルギー利用などの地産地消のスマート化」は必

ずしも両立しない。 

 「コンパクトシティ」目指すにあたっては人口移動が行われることを前提にしなければな

らない。しかし、高齢化社会が進行していると言われている中、一般的に高齢者はあまり人

口移動が行われない。これが直面する問題である。 

 

 

2016-1 消防法 

 

消防法（1948） 

（第一条）この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火

災から保護するとともに、火災又は地震等の災害による被害を軽減するほか、災害等による

傷病者の搬送を適切に行い、もつて安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資すること

を目的とする。 

  

消防排煙は消防法施行規則３０条第３号ロにより、直接外気に通ずる排煙風道は排煙機



 

 

に、直接外気に通ずる給気風道は給気機に、それぞれ接続されていなければならないとなっ

ている。 

 建築排煙は、建築基準法施行令１２３条３項第１号、１２９条の１３の３第３項第２号に

より、排煙風道又は給気風道の少なくともいずれか一方には排煙機又は給気機を設けない

こととなっているため矛盾が生じ、両方の基準を満すことができない。 

 

 

2016-２ 水道法 

 

水道法（1957） 

（第一条）この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、水道の

基盤を強化することによつて、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もつて公衆衛生の向

上と生活環境の改善とに寄与することを目的とする。 

  

水質基準の項目は 51 項目あるが、そもそも汚染されていない水源から取水していなけれ

ば、基準項目以外の有害物質や病原菌などが含まれてしまう可能性もある。また、水質基準

は水道水としての最低限のレベルや許容範囲を示しているため、大半の項目が基準値ギリ

ギリであったとしても検査としては合格となってしまう。さらに、環境の変化などに伴い、

水質基準にない汚染物質が新たに増えるおそれもあるためその都度水質基準の項目につい

ては見直しが必要となる。 

 

 

2016-3 浄化槽法 

 

浄化槽法（1983） 

（第 1 条）この法律は、浄化槽の設置、保守点検、清掃及び製造について規制するととも

に、浄化槽工事業者の登録制度及び浄化槽清掃業の許可制度を整備し、浄化槽設備士及び浄

化槽管理士の資格を定めること等により、公共用水域等の水質の保全等の観点から浄化槽

によるし尿及び雑排水の適正な処理を図り、もつて生活環境の保全及び公衆衛生の向上に

寄与することを目的とする。 

  

平成 12 年の法改正により、単独式浄化槽の新設が原則禁止された。浄化槽には合併式浄



 

 

化槽（汚水、生活雑排水）と単独式浄化槽（汚水のみ）分かれるが、平成 25 年度末の段階

で、浄化槽設置数 7,702,139 基中、合併浄化槽 3,333,623 基、単独式浄化槽 4,368,516 基と

なっている。単独式浄化槽の場合、生活雑排水は河川等に排出されるため、河川等の水質汚

染が懸念される。 

 

 

2016-4 宅地造成等規制法 

 

宅地造成等規制法(1961) 

（第 1 条）この法律は、宅地造成に伴う崖崩れ又は土砂の流出による災害の防止のため必

要な規制を行うことにより、国民の生命及び財産の保護を図り、もつて公共の福祉に寄与す

ることを目的とする。 

 

・第 8 条 1 項 2 号において、「政令で定める住宅地の造成を行うのに適当でない区域内」の

宅地開発については不認可としなければならない規定がある。宅地開発の抑制のための

法律ではなく、宅地開発の内容を規制しその質的基準の維持向上を趣旨とするものであ

ることから、濫開発される現状を地域的に抑制することはこの法律の正面から行うこと

は出来ない。 

・広い意味の住宅地の環境維持を求めていることではない。道路、下水道等に関連する災害

防止を目標としており、それ以上の積極的な住環境の維持については対象外となる。した

がって同法により過少宅地の規制は出来ない。 

・認可を受けた事業であっても、その事業の廃止をすることは自由であり、事業完了前にそ

の土地を売買することも自由である。すなわち事業そのものは規制出来ない。 

 

 

2016-5 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（2006） 

（第 1 条）この法律は、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保すること

の重要性に鑑み、公共交通機関の旅客施設及び車両等、道路、路外駐車場、公園施設並び

に建築物の構造及び設備を改善するための措置、一定の地区における旅客施設、建築物等

及びこれらの間の経路を構成する道路、駅前広場、通路その他の施設の一体的な整備を推



 

 

進するための措置、移動等円滑化に関する国民の理解の増進及び協力の確保を図るため

の措置その他の措置を講ずることにより、高齢者、障害者等の移動上及び施設の利用上の

利便性及び安全性の向上の促進を図り、もって公共の福祉の増進に資することを目的と

する。 

  

・高齢者、障害者をひとまとめに捉えている 

⇒（例）点字ブロック  

視覚障害者の方あったほうがよいが、高齢者、車椅子・ベビーカー使用者にとっては移動

しにくい。  

・（国民の責務）第７条 

 国民は、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性につ

いて理解を深めるとともに、これらの者の円滑な移動及び施設の利用を確保するために

協力するように努めなければならない。 

 ⇒健常者側と障害者側 双方の理解が必要 

  （例）多機能トイレや優先席を健常者が使用することや、誘導ブロック上に自転車等障

害物を存置する。一方、席をゆずった際に高齢者が不機嫌になるなど。 

・災害時、緊急時のバリアフリー化 

 ⇒震災等の緊急事態が発生した場合の対応が今後の課題ではないか？ 

 

2016-6 土壌汚染対策法 

 

土壌汚染対策法（2002） 

（第 1 条）この法律は、土壌の特定有害物質による汚染の状況の把握に関する措置及びそ

の汚染による人の健康に係る被害の防止に関する措置を定めること等により、土壌汚染

対策の実施を図り、もって国民の健康を保護することを目的とする。 

 

三菱製紙中川工場跡地に葛飾キャンパスが建てられた。 

三菱製紙中川工場跡地はどのような措置をしたのかは載っていなかった。 

おそらく中川工場跡地も、原位置封じ込め、遮水工封じ込め、遮断工封じ込め、盛土など

の措置を行ったのだろう。理科大が金町にキャンパスができるとニュースになったとき土

壌汚染の問題が心配されていた。しかし実際にどのような措置をしたのか調べてみても出

てこず、不透明なままで疑問が残った。措置を行っても封じ込めなどは維持していく必要が



 

 

あるため管理体制をしっかりしていく必要性を感じた。 

 

 

2016-7 住宅の品質確保の促進等に関する法律とその問題点 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律(1999) 

（第 1 条）この法律は、住宅の性能に関する表示基準及びこれに基づく評価の制度を設け、

住宅に係る紛争の処理体制を整備するとともに、新築住宅の請負契約又は売買契約におけ

る瑕疵担保責任について特別の定めをすることにより、住宅の品質確保の促進、住宅購入者

等の利益の保護及び住宅に係る紛争の迅速かつ適正な解決を図り、もって国民生活の安定

向上と国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

  

この法律は多岐にわたる住宅の性能について性能を表示する共通ルールを定め、情報の

非対称性の除去を図ること、住宅における紛争の処理体制や瑕疵担保の定めにより消費者

を保護し住宅の健全な流通に資することを目的としたものである。しかし、この法律にはい

くつかの問題点が残されている。 

まず、新築住宅では原則として評価書に記された評価が契約内容とされるが中古の住宅

ではこの評価は評価を受けた時点での評価内容となり、中古取引時点の評価ではない。この

性能認定は登録から五年以上十年以内の政令の定める期間内に更新を行わなければ失効す

るため評価内容と実際の性能が極端に乖離することは少ないと思われるが、中古住宅を購

入する際にはいつ評価を受けたのか消費者側が注意をする必要がある。 

また、新築の住宅では瑕疵担保は義務であり、住宅を販売する業者は確実に瑕疵担保責任

を履行できるように保険への加入または保証金の供託が義務付けられている。 

一方で中古の住宅にはそのような制度が無く、宅地建物取引業者である不動産会社が売

り主の場合は少なくとも 2 年間は瑕疵担保責任を負うが、不動産会社が倒産などをした場

合、その後補修等を求めることはできない可能性が高い。 

以上のように、本法律は消費者の保護を目的としたものであるが、新築住宅に比べ中古の

住宅では新築住宅程保護が行き届いているというわけではないというのが現状である。 

 

 

2016-8 建築基準法 第四節 建築物の敷地及び構造 第 52 条 容積率に関して 

 



 

 

例外的な導入部。上記第 52 条で制限されている容積率が、レポート提出時において、容積

率を緩和する措置が取られる建物も多く、容積率による制限の不正確さ、曖昧さを感じるこ

とから、「マンション建て替え等の円滑化に関する法律」を分析。 

 

マンション建て替え等の円滑化に関する法律（2002） 

（第 1 条）この法律は、マンション建替事業、除却する必要のあるマンションに係る特別の

措置及びマンション敷地売却事業について定めることにより、マンションにおける良好な

居住環境の確保並びに地震によるマンションの倒壊その他の被害からの国民の生命、身体

及び財産の保護を図り、もって国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与するこ

とを目的とする。 

  

経済活動を推進するために土地の高度利用が必要だとすると、容積率の制限は対極にあ

り、経済活動が優先されてしまうために景観や公共衛生の維持を目的とした容積率制限が

緩和されてしまう状況に違和感を感じる。こうした状況は土地の高密度利用による問題と

効果が局所的にではなく、全体として計らる事や、その解決策として容積率による制限を指

定する方法に限界があるのではないか。 

 

 

2016-9 悪臭防止法について 

 

悪臭防止法（1971） 

（第一条）この法律は、工場その他の事業場における事業活動に伴って発生する悪臭につい

て必要な規制を行い、その他悪臭防止対策を推進することにより、生活環境を保全し、国民

の健康の保護に資することを目的とする。 

  

法第 4 条に示されるように、物質濃度規制と臭気指数規制の両者を同一地域で併用する

ことができない。特定悪臭物質の規制基準が設定されている規制地域が、新たに臭気指数の

規制基準を設定した規制基準に係る悪臭原因物の排出については、規制基準が設定された

日から 1 年間は改善命令を行うことができない。 ただし、改善勧告はできる。 

脱臭技術を調べてみて、脱臭方法と原因物質の多さに驚いた。飲食店などのサービス業か

らの悪臭は、日常で感じるような身近なものなので、いかに発生源の責任者が脱臭を試みる

かが重要である。しかし、嗅覚は個人によって感じ方が異なるので、悪臭に関する外部不経



 

 

済をすべて無くすことは困難であるように感じた。 

 

 

2016-10 健康増進法 (食品表示法)  

 

健康増進法（2002） 

（第一条）この法律は、我が国における急速な高齢化の進展及び疾病構造の変化に伴い、国

民の健康の増進の重要性が著しく増大していることにかんがみ、国民の健康の増進の総合

的な推進に関し基本的な事項を定めるとともに、国民の栄養の改善その他の国民の健康の

増進を図るための措置を講じ、もって国民保健の向上を図ることを目的とする。 

  

食品表示法（2013） 

（第 1 条）この法律は、食品に関する表示が食品を摂取する際の安全性の確保及び自主的

かつ合理的な食品の選択の機会の確保に関し重要な役割を果たしていることに鑑み、販売

（不特定又は多数の者に対する販売以外の譲渡を含む。以下同じ。）の用に供する食品に関

する表示について、基準の策定その他の必要な事項を定めることにより、その適正を確保し、

もって一般消費者の利益の増進を図るとともに、食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）、

健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）及び日本農林規格等に関する法律（昭和 25 年法律

第 175 号）による措置と相まって、国民の健康の保護及び増進並びに食品の生産及び流通

の円滑化並びに消費者の需要に即した食品の生産の振興に寄与することを目的とする。 

  

○受動喫煙 

名古屋地裁 （2012/12/13） 

名古屋市瑞穂区に住む女性がマンション下階に住む住人がベランダで喫煙を続けたため体

調を崩したとし、慰謝料 150 万円を求め、名古屋地裁は「近隣住民に配慮しない喫煙の違

法性」を認め慰謝料として 5 万円の支払いを被告に命じた。 

 

東京地裁 (2009/11/09) 

都内の会社にて、社長が社内で喫煙を行うことにより仮採用社員に動悸、咳、不眠、頭痛、

めまい、吐き気などの症状を発症させ、ベランダでの喫煙要望に対し退職勧奨を行い、休職

を命じて就労を拒絶し、不採用とした。東京地裁は労働基準法 5 条・健康増進法 25 条・労

働安全衛生法 71 条の 2 を考慮し、原告の生命及び健康を保護するよう配慮すべき義務を怠



 

 

ったとして 475 万円の支払いを被告に命じた。 

 

施設管理者に対しての判決は健康増進法を適用し規制が行われるが、喫煙者個人に対する

規制が行われていないため個人間での副流煙訴訟は民事として扱われている。行政側に喫

煙者がいるため副流煙防止の規制が進展しない。 

 

 

2016-11 じん肺法に関する問題点 

 

じん肺法（1960） 

（第一条）この法律は、じん肺に関し、適正な予防及び健康管理その他必要な措置を講ずる

ことにより、労働者の健康の保持その他福祉の増進に寄与することを目的とする。 

  

じん肺有所見者数は 1980 年には約 46,000 人であり、1982 年には約 5 万人とピークであ

ったが，2002 年には 10,200 人にまで減少した。 その一方で新規じん肺有所見者は 1980

年には 6,800 人であったが，その後は急速に減少して 2002 年には 254 人にまで減少した。 

じん肺有所見者数、新規じん肺有所見者数ともに減少している傾向にあるが、1984 年に

は 2,300 人であった［1 年以上の療養を受けている労働者］が，2002 年には 9,100 人に増

加している。さらに結核による死亡が減少しているのにも関わらず、じん肺患者全体での死

亡数は毎年増加傾向にあり，2002 年には 1,145 人と増加している。 

 死因と建材の関係性が明瞭でないと言えども、不確かな石綿数値を基準にしているとい

う現行の労災認定基準には無理があると言える。じん肺法の定める健康診断の中には喫煙

歴を聞くこともない。この段階で認定の判断基準となりうる情報をより正確に集め、両者に

とって公平で有益な情報を集積するということが必要であるのではないだろうか。 

 

 

2016-12 地球温暖化対策の推進に関する法律 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律（1998） 

（第 1 条）この法律は、地球温暖化が地球全体の環境に深刻な影響を及ぼすものであり、気

候系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準において大気中の温室効果ガ

スの濃度を安定化させ地球温暖化を防止することが人類共通の課題であり、全ての者が自



 

 

主的かつ積極的にこの課題に取り組むことが重要であることに鑑み、地球温暖化対策に関

し、地球温暖化対策計画を策定するとともに、社会経済活動その他の活動による温室効果ガ

スの排出の抑制等を促進するための措置を講ずること等により、地球温暖化対策の推進を

図り、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の

福祉に貢献することを目的とする。 

  

アメリカの参加や途上国の排出量削減を視野に入れた新しい枠組みの創設を 2007 年以

降目指してきた結果、2015 年 11 月に行われた COP21(気候変動枠組み条約第 21 回締約国

会議)にて主要国の 2030 年 GHG（温室効果ガス）排出量削減目標（表１）は、京都議定書

の時のように条約で合意した目標ではなく、あくまで自主的な目標の下で温暖化対策に取

り組むに留まっている。しかしその削減割合は、実際の排出量に即した削減量の割合と必ず

しも一致するものではない。 

今後は、2020 年以降の新たな国際社会の変化を踏まえ、地球温暖化に関し、全ての国が

参加する公平かつ実効的な新たな国際枠組みの合意内容取決めの主旨として、各国の自主

的な数値目標だけではなく、それぞれの国の排出量規模の割合に応じた温室効果ガス削減

数値の義務化が必要ではないかと考える。  

 

 

2016-13 東日本大震災復興特別区域法 

 

東日本大震災復興特別区域法（2011） 

（第 1 条）この法律は、東日本大震災からの復興が、国と地方公共団体との適切な役割分担

及び相互の連携協力が確保され、かつ、被災地域の住民の意向が尊重され、地域における創

意工夫を生かして行われるべきものであることに鑑み、東日本大震災復興基本法（平成 23

年法律第 76 号）第 10 条の規定の趣旨にのっとり、復興特別区域基本方針、復興推進計画

の認定及び特別の措置、復興整備計画の実施に係る特別の措置等について定めることによ

り、東日本大震災からの復興に向けた取組の推進を図り、もって同法第 2 条の基本理念に

則した東日本大震災からの復興の円滑かつ迅速な推進と活力ある日本の再生に資すること

を目的とする。 

  

建築基準法における用途規制は住商工を区分けすることで、相互への外部不経済を阻止

するもので、東日本大震災復興特別区域法ではその用途制限を緩和している。図 2 では規



 

 

制緩和により工業専用地域において中高層住宅を建てている。 

 用途地域は住宅が都市のあらゆる場所に存在することが避けられないため「住宅の環境

を保護」するために「住宅の環境を保護しない地域」を定め、工業専用地域で住居を排除す

るという矛盾を起こしている。 

 住居に与えられる外部不経済の不利益に対して公益が上回る場合（図 2）で住居の建築を

「特例」で復興区域のみ認めている。用途地域では「住居の環境を保護しない地域」を定め

たため、外部不経済の不利益に対し公益が勝る？と判断されれば全国で普遍的に認められ

るべき？ 

○規制・手続きに関する特例の例～用途規制特例措置～想定される事例 

 

図 1 図 2 

被災した商業地域において、水産物の飲食・物

販所とともに水産加工場等の立地を許可 

 

→水産加工物の製造直販をする水産関係の産業

集積をはかる 

工業専用地域において、被害を受けた自動車の

修理や部品製造工場に加え、販売店舗や中高層

住宅の建築を許可 

→工事の従業員の住居確保と津波からの避難に

資する中高層建築物の立地をはかる 

→自動車関連産業の集積をはかる 

 

 

2016-14 水循環基本法の問題点と外部不経済について 

 

水循環基本法（2014） 

（第 1 条）この法律は、水循環に関する施策について、基本理念を定め、国、地方公共団体、

事業者及び国民の責務を明らかにし、並びに水循環に関する基本的な計画の策定その他水

循環に関する施策の基本となる事項を定めるとともに、水循環政策本部を設置することに

より、水循環に関する施策を総合的かつ一体的に推進し、もって健全な水循環を維持し、又

は回復させ、我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上に寄与することを目

的とする。 

  



 

 

（現状での矛盾・問題点） 

・法の定義が「海域等に至る過程」での循環を中心に捉えているためか、水循環において重

要な役割を果たすとみられる海洋について具体的な施策は明確にされていない。 

→この法律では河川流域を主軸とする淡水圏に限られているため、実用性があまりないと

思われる。日本では台風や豪雨、地震が多く発生し、洪水や土砂崩れの災害が多く発生し、

これらの災害により海洋に影響が及ぶため、気候変動が発生した場合の施策を具体化す

る必要があると考えられる。海洋は山から川、海へつながる水循環の中で重要な役割を果

たしているため、海洋に関する施策をより明確にする必要がある。 

・ 地方公共団体、事業者および国民の責務については規定されたが、土地所有者の責務に

ついては規定が折り込まれていない。 

→上記の第 7 条では国民の責務に関して記しているが、全国民が土地所有者ではないため、

土地所有者の責務は記されていないことになる。地下水は土地所有者に帰属するため、水

循環の適切な管理のためには、森林をはじめとする土地の所有者についても、その責務を

明確にすることが不可欠とあると言える。 

 

 

2016-15 大規模災害からの復興に関する法律 

 

大規模災害からの復興に関する法律（2013） 

（第 1 条）この法律は、大規模な災害を受けた地域の円滑かつ迅速な復興を図るため、その

基本理念、政府による復興対策本部の設置及び復興基本方針の策定並びに復興のための特

別の措置について定めることにより、大規模な災害からの復興に向けた取組の推進を図り、

もって住民が安心して豊かな生活を営むことができる地域社会の実現に寄与することを目

的とする。 

  

災害対策基本法第 1 弾改正法、第 2 弾改正法及び復興法の成立に当たり、政府は「最終

報告までに法制的な措置が必要とされた事項については、おおむね対応は行ってきた」とし

ながらも、「現場の実績に応じて、法制的対応が必要なものは法律改正、運用の改善で対処

できるものはその運用の改善などあらゆる見直しにより適切に対処する」としている。今後、

南海トラフ巨大地震においては、東日本大震災をはるかに上回る被害が発生すると考えら

れており、現行の対策関係処方で十分対応できるかが問題となってくる。 

 また、上記した通り復興法では、復興の基本的な枠組みを定めているが、これらの具体的



 

 

な措置以外に復興のための財政上の措置やその他の措置を講じようとする場合、別途法理

を定めるとしている。しかし、東日本大震災時に対策法の制定まで 3 か月以上かかったよ

うに、対応が遅れてしまう可能性があると思われる。 

 

 

2016-16 ガスの取り扱いに関する行政法-「ガス事業法」について 

 

ガス事業法（1954） 

（第一条）この法律は、ガス事業の運営を調整することによつて、ガスの使用者の利益を保

護し、及びガス事業の健全な発達を図るとともに、ガス工作物の工事、維持及び運用並びに

ガス用品の製造及び販売を規制することによつて、公共の安全を確保し、あわせて公害の防

止を図ることを目的とする。 

  

今回取り上げたいのはガス事業法に関わる問題として挙げられるガスの自由化に伴う

様々なガス料金プランにおける供給側と消費者側での情報の非対称である。 

 

ガスと電力では、日本では対応として求められることが酷似している印象がある。法的分

離の措置をガスでも採用することからもほぼ同様の方針で進めていく予定であることが推

察される。では、ガスと電力で違う点としてどういったことが挙げられるのであろうか。一

つ目に挙げられるのは、導管網の整備状況である。電力と違いガス導管網は整備途中であり、

整備されていない地域ではプロパンガス等の対応がなされている点である。二つ目として

挙げられるのは一般ガス事業者は中小企業者が多いということである。 

 

 

2016-17 騒音規制法 

 

騒音規制法（1968） 

（第 1 条）この法律は、工場及び事業場における事業活動並びに建設工事に伴つて発生す

る相当範囲にわたる騒音について必要な規制を行なうとともに、自動車騒音に係る許容限

度を定めること等により、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資することを目的とする。 

  

 騒音規制法は元始、工場が発生させる騒音の被害者の想定は専ら民家のみ。 



 

 

 騒音に係る環境基準は公布が平成 10 年と比較的新しく、騒音問題への取り組みも環境省

の中で確立され、またその対象として時代とともに療養施設や社会福祉施設という、住宅か

らさらに一歩騒音への感度の高い領域が生まれたことについても対応できる。 

・公布当時の規制対象を維持した“騒音規制法” 

・音環境における近代的な需要を踏まえた“騒音に係る環境基準” 

という図式となるように思われる。この問題の中で腑に落ちないのは、その両者を公布して

いるのがどちらも環境省であるという点である。環境省も当然この問題を把握しているは

ずであるが、騒音規制法の特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準は平成 18

年を最後に 10 年間改定されていない。 

 

 

2016-18 農薬取締法 

 

農薬取締法（1948） 

（第 1 条）この法律は、農薬について登録の制度を設け、販売及び使用の規制等を行うこと

により、農薬の安全性その他の品質及びその安全かつ適正な使用の確保を図り、もって農業

生産の安定と国民の健康の保護に資するとともに、国民の生活環境の保全に寄与すること

を目的とする。 

  

農薬は農林水産大臣の登録を受けたものでなければ、製造、輸入、販売、使用することが

できない。環境大臣は、毒性や環境への悪影響に関して登録の可否を判断するための農薬残

留濃度の基準（登録保留基準）を定める。登録農薬には、登録保留基準をクリアするために

適用病害虫の範囲と使用の時期、方法などについて、それぞれの登録農薬を使用する者が守

るべき使用基準が定められている。農家などの事業者だけでなく、家庭菜園や花壇に農薬を

使用する場合も含めて、全ての国民がこれを遵守しなければならない。 

平成 14 年 7 月、山形県において国内で登録を受けていない農薬（いわゆる無登録農薬）

を販売した業者が農薬取締法並びに毒物及び劇物取締法違反の容疑で逮捕。 

このような、無登録農薬の流通及び使用が、国民の食の安全に対する不安を増大させたこと

から、全国の産地においては、無登録農薬が使用された農作物の回収及び廃棄が行われ、ま

た、農林水産省はこの事態を食の安全を脅かす重大な問題と認識し、農薬取締法を改正し、

流通及び使用の各段階における規制を強化。 

 



 

 

2016-19 最低賃金法 

 

最低賃金法（1959） 

（第 1 条）この法律は、賃金の低廉な労働者について、賃金の最低額を保障することによ

り、労働条件の改善を図り、もつて、労働者の生活の安定、労働力の質的向上及び事業の公

正な競争の確保に資するとともに、国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

  

（問題点）逆転現象…生活保護受給額 VS 最低賃金額  

→最低賃金は生活保護を下回ってはならない。（2007 年以降）  

逆転現象が起こると、ボーダーラインにいる労働者の就業意欲を減退させ、生活保護受給

世帯に対しては、自立を阻害することになる。一定の労働時間を働いている人には、生活

保護水準以上の所得を保障すべきである。福祉ではなく労働によって自立する社会の維

持は長期的にみると経済全体で大事になる。 

（新たな問題）  

最低賃金額を上げ続けることで、中小企業が対応できずに企業の経営が悪化し、地域の雇

用に悪影響を及ぶと元も子もない。 

 

 

2016-20 景観法 

 

景観法（2004） 

（第 1 条）この法律は、我が国の都市、農山漁村等における良好な景観の形成を促進するた

め、景観計画の策定その他の施策を総合的に講ずることにより、美しく風格のある国土の形

成、潤いのある豊かな生活環境の創造及び個性的で活力ある地域社会の実現を図り、もって

国民生活の向上並びに国民経済及び地域社会の健全な発展に寄与することを目的とする。 

  

景観法 2 条 1 項に,「現在及び将来の国民がその恵沢を享受できるよう,その整備及び保全

が図らなければならない。」とされているが「国民が,景観を享受する権利を有する」ことま

では示していない。このことから,裁判になっても権利の主張ができず,良好な景観をきめ細

やかに保護することが難しい。 

 

 



 

 

2016-21 空家等対策の推進に関する特別措置法 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（2014） 

（第 1 条）この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住

民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保

護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家

等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第 10 条第 2 項

を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進する

ために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、

もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

  

空き家 820 万戸の内訳をみると、「賃貸用の住宅」が 429 万戸で空き家全体の 52.4％を

占め、「売却用の住宅」が 31 万戸（3.8％）、別荘などの「二次的住宅」が 41 万戸（5.0％）、

世帯が長期にわたって不在の住宅や取り壊すことになっている住宅などの「その他の住宅」

が 318 万戸（38.8％）となっている。平成 20 年と比べると、特に「その他の住宅」が大き

く増加しているおり、50 万戸、18.7％増加している。 

 

適正な管理がされていない空き家の所有者等に対して、行政から適正管理をするように

助言や指導を行い、それでも何の対処もせずに放置した場合、ある程度の期間を経て、勧告

が出され、その時点で固定資産税等の軽減がなくなり、空き地（何も建物が無い状態）にし

た場合と同じで、固定資産税は課税標準の 1.4%、都市計画税は課税標準の 0.3%になり、固

定資産税が 4～6 倍も上がる。 

 


